
法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

あ あへん法 健康医療局 薬務課 薬物対策グルー
プ

045-210-4972 045-201-9025 　医療及び学術研究の用に供するあへんの供給の
適正を図るため、国があへんの輸入、輸出、収納及
び売渡を行い、あわせて、けしの栽培並びにあへ
ん及びけしがらの譲渡、譲受、所持等について必
要な取締を行うこと等を定めている。

あ 安全な血液製剤の安定供給
の確保等に関する法律

献血の推
進・啓発に
関すること

健康医療局 薬務課 献血運動推進全
国大会グループ

045-285-0659 045-201-9025    血液製剤の安全性の向上、安定供給の確保及び
適正な使用の推進のために必要な措置を講ずると
ともに、人の血液の利用の適正及び献血者等の保
護を図るために必要な規制を行うことにより、国
民の保健衛生の向上に資すること等を定めてい
る。

あ 安全な血液製剤の安定供給
の確保等に関する法律

採血業に関
すること

健康医療局 薬務課 生産指導グルー
プ

045-210-4976 045-201-9025    血液製剤の安全性の向上、安定供給の確保及び
適正な使用の推進のために必要な措置を講ずると
ともに、人の血液の利用の適正及び献血者等の保
護を図るために必要な規制を行うことにより、国
民の保健衛生の向上に資すること等を定めてい
る。

あ あん摩マツサージ指圧師、は
り師、きゆう師等に関する法
律

資格に関す
ることは除
く

健康医療局 医療企
画課

法人指導グルー
プ

045-210-4869 045-210-8858 　あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師の
資格を定めるとともに、その業務が適正に行われ
るよう施術所に対する規制、広告の制限、業務等
の報告を規律するほか、その他の医業類似行為業
について規律することを目的としている。

あ あん摩マツサージ指圧師、は
り師、きゆう師等に関する法
律

養成施設に
関すること

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師の
資格を定めるとともに、その業務が適正に行われ
るよう施術所に対する規制、広告の制限、業務等
の報告を規律するほか、その他の医業類似行為業
について規律することを目的としている。

い 医師法 免許に関す
ることは除
く

健康医療局 医療企
画課

法人指導グルー
プ

045-210-4869 045-210-8858 　医師の資格に関する免許、試験、臨床研修を規
定。
　医師以外の者の医業や名称を用いることを禁じ
ている。医師には診療義務や診断書等交付義務が
課されており、無診察治療等が禁止されている。
他にも異状死体等届出義務、処方せん交付義務、
診療録記載・保存義務等が課せられている。

い 医師法 免許に関す
ること

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　医師の資格に関する免許、試験、臨床研修を規
定。
　医師以外の者の医業や名称を用いることを禁じ
ている。医師には診療義務や診断書等交付義務が
課されており、無診察治療等が禁止されている。
他にも異状死体等届出義務、処方せん交付義務、
診療録記載・保存義務等が課せられている。

い 意匠法 産業労働局 産業振
興課

技術開発グルー
プ

045-210-5636 045-210-8871 　意匠の保護及び利用を図ることにより、意匠の
創作を奨励し、もって産業の発達に寄与すること
を目的としている。意匠とは、物品の形状、模様若
しくは色彩又はこれらの結合であって、視覚を通
じて美感を起こさせるものをいう。意匠制度は、新
しく創作した意匠を創作者の財産として保護する
ものである。

い 医薬品、医療機器等の品質、
有効性及び安全性の確保等
に関する法律

環境農政局 畜産課 安全管理グルー
プ

045-210-4518 4519 045-210-8850 　医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生
医療等製品の品質、有効性及び安全性の確保並び
にこれらの使用による保健衛生上の危害の発生及
び拡大の防止のために必要な規制を行うこと等に
より、保健衛生の向上を図ることを目的とする。



法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

い 医薬品、医療機器等の品質、
有効性及び安全性の確保等
に関する法律

薬局・医薬
品販売業・
医療機器販
売業貸与業
に関するこ
と

健康医療局 薬務課 薬事指導グルー
プ

045-210-4967 045-201-9025 　医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生
医療等製品の品質、有効性及び安全性の確保並び
にこれらの使用による保健衛生上の危害の発生及
び拡大の防止のために必要な規制を行うこと等に
より、保健衛生の向上を図ることを目的とする。

い 医薬品、医療機器等の品質、
有効性及び安全性の確保等
に関する法律

製造販売
業・製造業・
修理業に関
すること

健康医療局 薬務課 生産指導グルー
プ

045-210-4976 045-201-9025 　医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生
医療等製品の品質、有効性及び安全性の確保並び
にこれらの使用による保健衛生上の危害の発生及
び拡大の防止のために必要な規制を行うこと等に
より、保健衛生の向上を図ることを目的とする。

い 医薬品、医療機器等の品質、
有効性及び安全性の確保等
に関する法律

指定薬物に
関すること

健康医療局 薬務課 薬物対策グルー
プ

045-210-4972 045-201-9025 　医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生
医療等製品の品質、有効性及び安全性の確保並び
にこれらの使用による保健衛生上の危害の発生及
び拡大の防止のために必要な規制を行うこと等に
より、保健衛生の向上を図ることを目的とする。

い 医療法 健康医療局 医療企
画課

法人指導グルー
プ

045-210-4869 045-210-8858 　病院、診療所及び助産所の開設・管理、医療法人
の設立及び医療の整備推進等に関し規定。許認可
の基準として、施設の構造設備基準、人員配置基
準、診療放射線防護、広告規制及び医療法人運営
等を定め、行政の権限として施設及び医療法人へ
の立入検査、命令等を設けている。

え 栄養士法 健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　栄養士・管理栄養士の業務及び免許の付与、その
取消し等と管理栄養士の国家試験について規定さ
れている。

え 液化石油ガスの保安の確保
及び取引の適正化に関する
法律

くらし安全
防災局

消防保
安課

工業保安グルー
プ

045-210-3489 045-210-8830 　一般消費者等に対する液化石油ガスの販売、液
化石油ガス器具等の製造及び販売等を規制するこ
とにより、液化石油ガスによる災害を防止すると
ともに液化石油ガスの取引を適正にし、もって公
共の福祉を増進することを目的とする。

お 卸売市場法 環境農政局 農政課 ブランド推進グ
ループ

045-210-4441 4443 045-210-8851 　卸売市場が食品等の流通（食品等の流通の合理
化及び取引の適正化に関する法律（平成三年法律
第五十九号）第二条第二項に規定する食品等の流
通をいう。）において生鮮食料品等の公正な取引
の場として重要な役割を果たしていることに鑑
み、卸売市場に関し、農林水産大臣が策定する基
本方針について定めるとともに、農林水産大臣及
び都道府県知事によるその認定に関する措置その
他の措置を講じ、その適正かつ健全な運営を確保
することにより、生鮮食料品等の取引の適正化と
その生産及び流通の円滑化を図り、もって国民生
活の安定に資することを目的とする。

お 温泉法 健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-5811 5811 045-210-8864 　温泉を保護し、温泉の採取等に伴い発生する可
燃性天然ガスによる災害を防止し、及び温泉の利
用の適正を図り、もって公共の福祉の増進に寄与
することを目的とする。

か 介護保険法 福祉子ども
みらい局

地域福
祉課

福祉介護人材グ
ループ

045-210-4768 045-210-8874 　介護支援専門員に係る資格の登録・取消し、試
験、指定試験機関の指定のほか、信用失墜行為の
禁止、秘密保持義務等を定めている。
　この法律に違反したときなどは、勧告を行い、勧
告に従わないときは、業務改善、事業の停止又は
取消を命ずることができる。
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か 介護保険法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

企画グループ 045-210-4835 045-663-2113 　40歳以上の人を対象に市町村が保険料を徴収
し、介護が必要となったときに、県・市の指定など
を受けたサービス事業者から、在宅サービスや施
設サービスなどの提供を、１割から３割の自己負担
で受けることができる「社会保障制度」で、県は、
介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われる
ように、必要な指導及び適切な援助を行う。
　都道府県知事は、介護サービス事業者がこの法
律に違反したときなどは、勧告を行い、勧告に従
わないときは、業務改善、事業の停止又は取消を
命ずることができる。

か 介護保険法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

福祉施設グルー
プ

045-210-4851 045-663-2113 　40歳以上の人を対象に市町村が保険料を徴収
し、介護が必要となったときに、県・市の指定など
を受けたサービス事業者から、在宅サービスや施
設サービスなどの提供を、１割から３割の自己負担
で受けることができる「社会保障制度」で、県は、
介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われる
ように、必要な指導及び適切な援助を行う。
　都道府県知事は、介護サービス事業者がこの法
律に違反したときなどは、勧告を行い、勧告に従
わないときは、業務改善、事業の停止又は取消を
命ずることができる。

か 介護保険法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

保健・居住施設
グループ

045-210-4856 045-663-2113 　40歳以上の人を対象に市町村が保険料を徴収
し、介護が必要となったときに、県・市の指定など
を受けたサービス事業者から、在宅サービスや施
設サービスなどの提供を、１割から３割の自己負担
で受けることができる「社会保障制度」で、県は、
介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われる
ように、必要な指導及び適切な援助を行う。
　都道府県知事は、介護サービス事業者がこの法
律に違反したときなどは、勧告を行い、勧告に従
わないときは、業務改善、事業の停止又は取消を
命ずることができる。

か 介護保険法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

在宅サービスグ
ループ

045-210-4824 045-663-2113 　40歳以上の人を対象に市町村が保険料を徴収
し、介護が必要となったときに、県・市の指定など
を受けたサービス事業者から、在宅サービスや施
設サービスなどの提供を、１割から３割の自己負担
で受けることができる「社会保障制度」で、県は、
介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われる
ように、必要な指導及び適切な援助を行う。
　都道府県知事は、介護サービス事業者がこの法
律に違反したときなどは、勧告を行い、勧告に従
わないときは、業務改善、事業の停止又は取消を
命ずることができる。

か 介護保険法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

監査グループ 045-210-1111 4832 045-663-2113 　40歳以上の人を対象に市町村が保険料を徴収
し、介護が必要となったときに、県・市の指定など
を受けたサービス事業者から、在宅サービスや施
設サービスなどの提供を、１割から３割の自己負担
で受けることができる「社会保障制度」で、県は、
介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われる
ように、必要な指導及び適切な援助を行う。
　都道府県知事は、介護サービス事業者がこの法
律に違反したときなどは、勧告を行い、勧告に従
わないときは、業務改善、事業の停止又は取消を
命ずることができる。
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か 覚醒剤取締法 健康医療局 薬務課 薬物対策グルー
プ

045-210-4972 045-201-9025 　覚醒剤の濫用による保健衛生上の危害を防止す
るため、覚醒剤及び覚醒剤原料の輸入、輸出、所
持、製造、譲渡、譲受及び使用に関して必要な取締
を行うこと等を定めている。

か 貸金業法 産業労働局 金融課 調整グループ 045-210-5690 5690 045-210-8872 　貸金業を営む者について登録制度を実施し、そ
の事業に対し必要な規制を行うとともに、貸金業
者の組織する団体の適正な活動を促進することに
より、その業務の適正な運営を確保し、もって資金
需要者の利益の保護を図るとともに、国民経済の
適切な運営に資することを目的としている。

か 化製場等に関する法律 健康医療局 生活衛
生課

動物愛護グルー
プ

045-210-4947 045-210-8864 化製場等の施設や管理について必要な基準を定
めることで、公衆衛生の向上に資する。

か 家畜遺伝資源に係る不正競
争の防止に関する法律

環境農政局 畜産課 畜産環境グルー
プ

045-210-4514 4515 045-210-8850 家畜遺伝資源の生産事業者間の公正な競争を確
保するため、家畜遺伝資源に係る不正競争の防止
及び不正競争に係る損害賠償に関する措置等を
講じ、もって畜産業の発展に寄与する。民事上の
措置、罰則等について規制している。

か 家畜改良増殖法 環境農政局 畜産課 畜産環境グルー
プ

045-210-4514 4515 045-210-8850 　 家畜の改良増殖を計画的に行うための措置並
びにこれに関連して必要な種畜の確保、及び家畜
の登録に関する制度、家畜人工授精及び家畜受精
卵移植に関する規制等について定めて、家畜の改
良増殖を促進し、もつて畜産の振興を図り、あわせ
て農業経営の改善に資する。国の家畜改良増殖目
標に即した県計画を定めること、種畜に関するこ
と、家畜人工授精及び家畜受精卵移植に関するこ
と、家畜の登録に関すること、等について規制して
いる。

か 家畜伝染病予防法 環境農政局 畜産課 安全管理グルー
プ

045-210-4518 4518 045-210-8850 　家畜の伝染性疾病の発生を予防し、及びまん延
を防止することにより、畜産の振興を図る。

か 家畜取引法 環境農政局 畜産課 畜産環境グルー
プ

045-210-4514 4515 045-210-8850 　家畜市場の取引を一定の秩序の下に公正明朗に
行わせ、大量の家畜の取引が集中的に行われるこ
とによって需要と供給を反映した適正な価格が形
成されるよう、家畜市場について最低限度の規制
を行うとともに、家畜生産地帯における家畜市場
の再編整備を促進するために必要な措置を定める
ことにより、家畜流通の円滑を図り、畜産の振興に
寄与している。

か 家畜排せつ物の管理の適正
化及び利用の促進に関する
法律

環境農政局 畜産課 畜産環境グルー
プ

045-210-4514 4515 045-210-8850 　 畜産業を営む者による家畜排せつ物の管理に
関し必要な事項を定めるとともに、家畜排せつ物
の処理の高度化を図るための施設の整備を計画
的に促進する措置を講ずることにより、家畜排せ
つ物の管理の適正化及び利用の促進を図り、もっ
て畜産業の健全な発展に資する。

が 学校教育法 私立学校に
関すること

福祉子ども
みらい局

私学振
興課

教育指導グルー
プ

045-210-3786 045-210-8839 　憲法と教育基本法に則り教育の機会均等を実現
するため、学校教育に関する事項を定めた法規。
総則として学校の種類、設置者、設置基準、設置と
経費の設置者負担の原則、授業料の徴収、校長及
び教員の資格、懲戒、学校保健、閉鎖命令、学校の
法令違反に対する監督庁の変更命令、学齢子女の
使用者の義務など各学校種別に共通な事項を定
め、それぞれの学校種別ごとに学校の目的・目標、
修業年限、教育課程教科用図書、教職員の種類と
職務、就学義務、入学・退学・転学についての規定
を定めている。そのほか市町村の小・中学校の設
置義務、高等学校の全日制・定時制・通信制、大学
における教授会・研究所・大学院・公開講座などに
関する事項等について規定している。



法律名称
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が 学校教育法 教育局 行政課 行政グループ 045-210-8081 045-210-8923 　教育基本法に基づいて、学校制度の基本を定め
た法律。幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、
高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、高
等専門学校、専修学校及び各種学校の設置者、設
置廃止等の認可、法令違反の罰則等について規定
している。

か 火薬類取締法 くらし安全
防災局

消防保
安課

工業保安グルー
プ

045-210-3475 045-210-8830 　火薬類の製造、販売、貯蔵、運搬、消費その他の
取扱を規制することにより、火薬類による災害を
防止し、公共の安全を確保することを目的とする。

か 感染症の予防及び感染症の
患者に対する医療に関する法
律

健康医療局 健康危
機・感染
症対策
課

感染症対策連携
グループ

045-285-0776 045-633-3770 　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関し必要な措置を定めることで、感染症の発生予
防、まん延防止等を図り、公衆衛生の向上及び増
進を図ることを目的としている。

が がん登録等の推進に関する法
律

健康医療局 がん・疾
病対策
課

がん・循環器対
策グループ

045-210-4780 4780 045-210-8860 　全国がん登録の実施並びにこれに係る情報の利
用及び提供、保護等について定めるとともに、院
内がん登録等の推進に関する事項を定め、あわせ
て、がん登録等により得られた情報の活用につい
て定めることにより、がんの罹患、診療、転帰等の
状況の把握及び分析その他のがんに係る調査研
究を推進し、もってがん対策の一層の充実に資す
ることを目的とする。

ぎ 義肢装具士法 養成施設に
関すること

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　義肢装具士の資格を定めるとともに、その業務
が適正に運用されるように、免許、試験、業務等に
ついて定めている。

ぎ 技術士法 産業労働局 産業振
興課

技術開発グルー
プ

045-210-5636 045-210-8871 　技術士等の資格を定め、その業務の適正を図り、
もって科学技術の向上と国民経済の発展に資する
ことを目的としている。技術士とは、「法定の登録
を受け、技術士の名称を用いて、科学技術に関す
る高等の専門的応用能力を必要とする事項につい
ての計画、研究、設計、分析、試験、評価又はこれら
に関する指導の業務を行う者」をいう。技術士は、
文部科学省が技術士法に基づき、公的に証明し、
認定する国家資格である。

き 救急救命士法 くらし安全
防災局

消防保
安課

消防グループ 045-210-3436 045-210-8829 　搬送途上における医療の充実を図るため、救急
救命処置を医師の指示の下に行うことができる資
格を定めるとともに、その業務が適正に運用され
るように規律する。

き 急傾斜地の崩壊による災害
の防止に関する法律

県土整備局 砂防課 砂防・急傾斜地
グループ

045-210-6508 045-210-8897 　 急傾斜地の崩壊による災害から国民の生命を
保護するため、急傾斜地の崩壊を防止するために
必要な措置を講じ、もって民生の安定と国土の保
全とに資することを目的とする。
   急傾斜地崩壊危険区域内における行為制限等
が定められている。

き 教育職員免許法 教育局 教職員
企画課

免許グループ 045-210-8140 045-210-8938 　教育職員（学校教育法第1条に定める幼稚園、小
学校、中学校、義務教育学校、高等学校､中等教育
学校及び特別支援学校並びに幼保連携型認定こ
ども園の主幹教諭（幼保連携型認定こども園の主
幹養護教諭及び主幹栄養教諭を含む。）、指導教
諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教
諭、主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭、助保
育教諭及び講師）の免許に関する基準を定め、教
育職員の資質の保持と向上を図ることを目的とす
る。



法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

き 狂犬病予防法 健康医療局 生活衛
生課

動物愛護グルー
プ

045-210-4947 045-210-8864 　犬の飼養者に対し飼い犬の登録と狂犬病予防ワ
クチンの接種を義務付けるとともに、野犬の捕獲
を行うことで、狂犬病の発生とそのまん延を防止
し、公衆衛生の向上及び公共の福祉の増進を図
る。

ぎ 行政書士法 政策局 政策法
務課

訟務グループ 045-210-2420 045-201-2396 　行政書士の業務、試験、登録等について規定する
とともに、業務の適正を図るための知事の監督、
罰則等について規定する。

ぎ 行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用
等に関する法律

マイナンバー法
番号利用法

総務局 デジタル
戦略本
部室

企画グループ 045-210-5920 045-210-8824 　行政機関、地方公共団体その他の行政事務を処
理する者が、個人番号及び法人番号の有する特定
の個人及び法人その他の団体を識別する機能を
活用し、並びに当該機能によって異なる分野に属
する情報を照合してこれらが同一の者に係るもの
であるかどうかを確認することができるものとし
て整備された情報システムを運用して、効率的な
情報の管理及び利用並びに他の行政事務を処理
する者との間における迅速な情報の授受を行うこ
とができるようにするとともに、これにより、行政
運営の効率化及び行政分野におけるより公正な給
付と負担の確保を図り、かつ、これらの者に対し申
請、届出その他の手続を行い、又はこれらの者か
ら便益の提供を受ける国民が、手続の簡素化によ
る負担の軽減、本人確認の簡易な手段その他の利
便性の向上を得られるようにするために必要な事
項を定めるほか、個人番号その他の特定個人情報
の取扱いが安全かつ適正に行われるよう個人情報
の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七
号）の特例を定めることを目的とする。

ぎ 漁業災害補償法 環境農政局 水産課 水産指導グルー
プ

045-210-4539 045-210-8853 　中小漁業者が営む漁業につき異常の事象等によ
り受けた損失を補てんするための漁業災害補償の
制度等の措置について規定している。

ぎ 漁業法 環境農政局 水産課 漁業調整・資源
管理 グループ

045-210-4549 045-210-8853 　漁業生産に関する基本的制度を定め、漁業者及
び漁業従事者を主体とする漁業調整機構の運用
によつて水面を総合的に利用し、もつて漁業生産
力を発展させ、あわせて漁業の民主化を図ること
を目的とする。
　「漁業」とは水産動植物の採捕又は養殖の事業を
いう。
　「漁業者」とは、漁業を営む者をいい、「漁業従事
者」とは、漁業者のために水産動植物の採捕又は
養殖に従事する者をいう。

ぎ 漁船損害等補償法 環境農政局 水産課 漁業調整・資源
管理 グループ

045-210-4551 045-210-8853 　漁船及び漁船に積載した漁獲物等について、不
慮の事故及び運行に伴う不慮の費用負担等の損
害を補填するための措置を定めるとともに、これ
らを補完する処置を講じることによって、漁業経
営の安定に資することを目的とする。

ぎ 漁船法 環境農政局 水産課 漁業調整・資源
管理 グループ

045-210-4551 045-210-8853 　漁船の建造を調整し、漁船登録及び検査、漁船に
関する試験を行うことによって、漁船の性能の向
上を図り併せて漁業生産力の合理的発展に資する
ことを目的とする。

く クリーニング業法 健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-5811 4951 045-210-8864 　クリーニング業に対して、公衆衛生の見地から必
要な指導を行い、もってその経営を公共の福祉に
適合させるとともに、利用者の利益の擁護を図
る。
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け 計量法 産業労働局 総務室 総務グループ 045-210-5517 5516 045-210-8867 　非法定計量単位の使用禁止、適正な計量器の使
用、取引・証明行為における正確計量、特定計量器
を製造・修理・販売する事業の届出と適正な計量
器の供給、計量証明を事業とする者に係る証明上
の規定、その他、計量の安全を確保するため各種
規定を設けている。

げ 下水道法 県土整備局 下水道
課

経営グループ 045-210-6448 6446 045-210-8888 　市町村が実施主体である公共下水道、都道府県
が実施主体である流域下水道等の設置その他の
管理の基準等を定めて、下水道の整備を図り、
もって都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に
寄与し、あわせて公共用水域の保全に資すること
を目的とする。
   下水道の施設を損壊等により下水の排除を妨
害した場合、下水道管理者からの改善命令等に違
反した場合、特定事業場からの下水の排除基準に
違反した場合等に、違反者に対する罰則を設けて
いる。

け 健康増進法 受動喫煙防
止に関する
ことは除く

健康医療局 健康増
進課

健康づくりグ
ループ

045-210-1111 4773 045-210-8857 我が国における急速な高齢化の進展及び疾病構
造の変化に伴い、国民の健康の増進の重要性が著
しく増大していることから、国民の健康の増進の
総合的な推進に関し基本的な事項を定めるととも
に、国民の健康の増進を図るための措置を講じ、
国民保健の向上を図ることを目的とし、基本方針
に基づいた都道府県健康増進計画等、国民健康・
栄養調査、健康診査の実施等に関する指針、特定
給食施設、受動喫煙の防止、特別用途表示等につ
いて定めている。

け 健康増進法 受動喫煙防
止に関する
こと

健康医療局 がん・疾
病対策
課

がん・循環器対
策グループ

045-210-5015 045-210-8860 　多数の人が利用する施設等の類型に応じて、当
該施設等の一定の場所以外での喫煙を禁止する
とともに、施設等の管理権限者等が構ずべき措置
等が定められています。
・多くの施設において屋内が原則禁煙
・20歳未満の方は喫煙エリアへ立入禁止
・屋内の喫煙には喫煙室の設置が必要
・喫煙室には標識の掲示が義務付け

げ 言語聴覚士法 養成施設に
関すること

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　言語聴覚士の資格を定めるとともに、その業務
が適正に運用されるように、免許、試験、業務等に
ついて定めている。

げ 原子爆弾被爆者に対する援
護に関する法律

福祉子ども
みらい局

生活援
護課

援護グループ 045-210-4907 045-210-8859 　原子爆弾の放射能に起因する健康被害に苦しむ
被爆者に対し、保健・医療及び福祉にわたる総合
的な援護対策を行うことを目的とする。具体的に
は、健康診断の実施・医療費給付・各種手当の支給
等が定められている。

げ 原子力災害対策特別措置法 くらし安全
防災局

危機管
理防災
課

企画グループ 045-210-5945 045-210-8829 　原子力災害の予防に関する原子力事業者の義
務、国の原子力災害対策本部の設置、応急対策の
実施等、原子力災害に対する対策強化を図る。

け 建設業法 県土整備局 建設業
課

調査指導グルー
プ

045-285-4245 6305 045-212-3072 　建設業を営む者の資質の向上、建設工事の請負
契約の適正化等を図ることによって、建設工事の
適正な施工を確保し、発注者を保護するとともに、
建設業の健全な発達を促進し、もつて公共の福祉
の増進に寄与することを目的とする。

け 建設工事に係る資材の再資
源化等に関する法律

再資源化等
の実施に係
るものに限
る

環境農政局 資源循
環推進
課

調整グループ 045-210-4149 045-210-8847 　特定の建設資材について、その分別解体等及び
再資源化等を促進するための措置を講ずるととも
に、解体工事業者について登録制度を実施するこ
と等により、再生資源の十分な利用及び廃棄物の
減量等を通じて、資源の有効な利用の確保及び廃
棄物の適正な処理を図る。（法第１条）
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け 建設工事に係る資材の再資
源化等に関する法律

解体工事業
者の登録に
関すること
に限る

県土整備局 建設業
課

建設業審査グ
ループ

045-285-3218 6325 045-212-3072 　発注者による解体工事等の事前届出等の手続制
度の整備、解体工事等の受注者等に対する分別解
体等及び再資源化等の義務付け、解体工事業登録
制度の実施等によって、建設工事に係る資材の再
資源化を促進する。

け 建設工事に係る資材の再資
源化等に関する法律

分別解体等
の実施に係
るものに限
る

県土整備局 技術管
理課

建設リサイクル
グループ

045-285-3203 045-210-8881 　発注者による解体工事等の事前届出等の手続制
度の整備、解体工事等の受注者等に対する分別解
体等及び再資源化等の義務付け、解体工事業登録
制度の実施等によって、建設工事に係る資材の再
資源化を促進する。

け 建築基準法 建築基準法
に基づく許
可基準等に
限る

県土整備局 建築指
導課

建築指導グルー
プ

045-210-6244 6245 045-210-8884 　（※　横浜市、川崎市、横須賀市、藤沢市、相模原
市、鎌倉市、厚木市、平塚市、小田原市、秦野市、
茅ヶ崎市及び大和市は、建築基準法による事務
を、それぞれの市で実施している。）建築物の敷
地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定
めて、国民の生命、健康及び財産を保護する。

け 建築基準法 指定確認検
査機関（指
定構造計算
判定機関含
む。）及び違
反建築物対
策に関する
規定に限
る。

県土整備局 建築安
全課

指導監督グルー
プ

045-210-6262 045-210-8884 　建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低
の基準を定めて、国民の生命、健康及び財産を保
護する。
〔分掌に関連〕
　国土交通大臣（及び都道府県知事）からの指定を
受けた指定確認検査機関において、建築主事と同
様に建築確認・検査業務を行うことができるとす
る規定及び指定構造計算適合性判定機関に構造
計算の適合性の判定を求めることを要する規定が
定められている。

け 建築士法 県土整備局 建築安
全課

指導監督グルー
プ

045-210-6262 045-210-8884 　建築物の設計、工事監理等を行う技術者（一級建
築士、二級建築士及び木造建築士）の資格を定め
て、その業務の適正をはかり建築物の質の向上に
寄与させることを目的に、建築士の免許の登録、
業務及び建築士事務所の登録等に関する事項を
定めている。

け 建築物における衛生的環境の
確保に関する法律

健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-4950 045-210-8864 　多数の者が使用し、又は利用する建築物の維持
管理に関し環境衛生上必要な事項等を定めること
により、その建築物における衛生的な環境の確保
を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に資す
る。

こ 高圧ガス保安法 くらし安全
防災局

消防保
安課

工業保安グルー
プ

045-210-3489 045-210-8830 　高圧ガスによる災害を防止するため、高圧ガス
の製造、貯蔵、販売、移動その他の取扱及び消費並
びに容器の製造及び取扱を規制するとともに、民
間事業者及び高圧ガス保安協会による高圧ガスの
保安に関する自主的な活動を促進し、もって公共
の安全を確保することを目的とするものである。

こ 公益社団法人及び公益財団
法人の認定等に関する法律

総務局 文書課 公益・宗教法人
グループ

045-210-2461 045-210-8892 　内外の社会経済情勢の変化に伴い、民間の団体
が自発的に行う公益を目的とする事業の実施が公
益の増進のために重要となっていることにかんが
み、当該事業を適正に実施し得る公益法人を認定
する制度を設けるとともに、公益法人による当該
事業の適正な実施を確保するための措置等を定
め、もって公益の増進及び活力ある社会の実現に
資することを目的とするもの。
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こ 公益信託に関する法律 総務局 文書課 公益・宗教法人
グループ

045-210-2461 045-210-8892 　内外の社会経済情勢の変化に伴い、公益を目的
とする信託による事務の実施が公益の増進のため
に重要となっていることに鑑み、当該事務が適正
に行われるよう公益信託を認可する制度を設ける
とともに、当該公益信託の受託者による信託事務
の適正な処理を確保するため必要な措置等を定
め、もって公益の増進及び活力ある社会の実現に
資することを目的とするもの。

こ 興行場法 健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-4950 4950 045-210-8864 　興行場の経営が、公衆衛生の見地から支障なく
行われることを目的とする。

こ 工業所有権に関する手続等
の特例に関する法律

産業労働局 産業振
興課

技術開発グルー
プ

045-210-5636 045-210-8871 　電子情報処理組織の使用等により、工業所有権
に関する手続の円滑な処理及び工業所有権に関
する情報の利用の促進を図るため、特許法 、実用
新案法、意匠法、商標法及び特許協力条約に基づ
く国際出願等に関する法律の特例を定めている。
「電子情報処理組織」とは、特許庁の使用に係る電
子計算機と特許出願その他の工業所有権に関す
る手続をする者又はその者の代理人の使用に係る
電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報
処理組織をいう。

こ 公衆浴場法 健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-5811 5811 045-210-8864 　公衆浴場の経営が、公衆衛生の見地から支障な
く行われることを目的とする。

こ 小売商業調整特別措置法 産業労働局 商業流
通課

流通企画グルー
プ

045-210-5605 5605 045-210-8875 　政令で指定する市（県内は横浜市）内の建物にお
いて、小売市場の開設により、当該小売市場内の
小売商と周辺の小売商との競争が過度に行われ
ることとなり、中小小売商の経営が著しく不安定
になることを防止するため、建物の全部又は一部
を小売商に貸し付け、又は譲り渡す場合は、知事
の許可を要することとし、既存の中小小売商の保
護を図っている。

こ 高齢者、障害者等の移動等の
円滑化の促進に関する法律

建築物に関
することに
限る

県土整備局 建築指
導課

建築指導グルー
プ

045-210-6242 045-210-8884 　　（※　横浜市、川崎市、横須賀市、藤沢市、相模
原市、鎌倉市、厚木市、平塚市、小田原市、秦野市、
茅ヶ崎市及び大和市は、バリアフリー法による事
務を、それぞれの市で実施している。）公共交通機
関の旅客施設及び車両等、道路、路外駐車場、公
園施設並びに建築物の構造及び設備を改善する
ための措置、一定の地区における旅客施設、建築
物等及びこれらの間の経路を構成する道路、駅前
広場、通路その他の施設の一体的な整備を推進す
るための措置その他の措置を講ずることにより、
高齢者、障害者等の移動上及び施設の利用上の利
便性及び安全性の向上の促進を図る。

こ 高齢者の医療の確保に関す
る法律

高確法 健康医療局 医療保
険課

保険者指導グ
ループ

045-210-4881 045-210-8860 　国民の高齢期における適切な医療の確保を図る
ため、医療費の適正化を推進するための計画の作
成及び保険者による健康診査等の実施に関する
措置を講ずるとともに、高齢者の医療について、
国民の共同連帯の理念等に基づき、前期高齢者に
係る保険者間の費用負担の調整、後期高齢者に対
する適切な医療の給付等を行うために必要な制度
を設け、もつて国民保健の向上及び高齢者の福祉
の増進を図ることを目的とする。
　事業の運営は、都道府県ごとに設置される後期
高齢者医療広域連合が保険者の役割を果たし、市
町村と事務を分担しながら運営を行う。
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こ 国民健康保険法 健康医療局 医療保
険課

保険者指導グ
ループ

045-210-4881 045-210-8860 　国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もつ
て社会保障及び国民保健の向上に寄与することを
目的とし、国民健康保険の被保険者の疾病、負傷、
出産又は死亡に関して必要な保険給付について規
定している。
　事業の運営は、都道府県と市町村又は国民健康
保険組合が保険者として行う。

こ 国民生活安定緊急措置法 くらし安全
防災局

消費生
活課

企画グループ 045-312-1121 2621 045-312-3506 　物価が高騰し又は高騰するおそれがある場合に
おいて、生活関連物資等の価格が著しく上昇し又
は上昇するおそれがあるとき等に、当該物資を政
令で指定し、標準価格の設定等による価格及び需
給の調整等に関する緊急措置を講じることによ
り、国民生活の安定と国民経済の円滑な運営を確
保することを目的とする。

こ 湖沼水質保全特別措置法 環境農政局 環境課 水環境グループ 045-210-4123 045-210-8846 　湖沼の水質の保全を図るため、湖沼水質保全基
本方針を定めるとともに、水質の汚濁に係る環境
基準の確保が緊要な湖沼について水質の保全に
関し実施すべき施策に関する計画の策定及び汚
水、廃液その他の水質の汚濁の原因となる物を排
出する施設に係る必要な規制を行う等の特別の措
置を講じ、もつて国民の健康で文化的な生活の確
保に寄与することを目的としている。

こ 個人情報の保護に関する法
律

政策局 情報公
開広聴
課

情報公開グルー
プ

045-210-3720 045-210-8838 　個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利
益を保護することを目的として、個人情報取扱事
業者の義務やその義務に違反した場合の個人情報
保護委員会の勧告、命令等の権限、個人情報保護
委員会の命令に従わない場合の罰則等を規定す
る。

こ 子ども・子育て支援法 福祉子ども
みらい局

次世代
育成課

調整グループ 045-210-4690 045-210-8956 　子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子
どもを養育している者に必要な支援を行い、一人
一人の子どもが健やかに成長することができる社
会の実現に寄与することを目的とする。
　都道府県知事は、特定教育・保育提供者が法第
58条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚
偽の報告をし、又は規定による調査を受けず、若し
くは調査の実施を妨げたときは、当該特定教育・
保育提供者に対し、その報告を行い、若しくはその
報告の内容を是正し、又はその調査を受けること
を命ずることができる。

こ 子ども・子育て支援法 福祉子ども
みらい局

次世代
育成課

企画グループ 045-210-4690 4667 045-210-8956 　子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子
どもを養育している者に必要な支援を行い、一人
一人の子どもが健やかに成長することができる社
会の実現に寄与することを目的とする。
　都道府県知事は、特定教育・保育提供者が法第
58条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚
偽の報告をし、又は規定による調査を受けず、若し
くは調査の実施を妨げたときは、当該特定教育・
保育提供者に対し、その報告を行い、若しくはその
報告の内容を是正し、又はその調査を受けること
を命ずることができる。
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こ 子ども・子育て支援法 福祉子ども
みらい局

次世代
育成課

保育・待機児童
対策グループ

045-210-4680 045-210-8956 　子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子
どもを養育している者に必要な支援を行い、一人
一人の子どもが健やかに成長することができる社
会の実現に寄与することを目的とする。
　都道府県知事は、特定教育・保育提供者が法第
58条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚
偽の報告をし、又は規定による調査を受けず、若し
くは調査の実施を妨げたときは、当該特定教育・
保育提供者に対し、その報告を行い、若しくはその
報告の内容を是正し、又はその調査を受けること
を命ずることができる。

こ 子ども・子育て支援法 福祉子ども
みらい局

次世代
育成課

監査グループ 045-210-4669 045-210-8956 　子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子
どもを養育している者に必要な支援を行い、一人
一人の子どもが健やかに成長することができる社
会の実現に寄与することを目的とする。
　都道府県知事は、特定教育・保育提供者が法第
58条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚
偽の報告をし、又は規定による調査を受けず、若し
くは調査の実施を妨げたときは、当該特定教育・
保育提供者に対し、その報告を行い、若しくはその
報告の内容を是正し、又はその調査を受けること
を命ずることができる。

ご ゴルフ場等に係る会員契約の
適正化に関する法律

くらし安全
防災局

消費生
活課

指導グループ 045-312-1121 2630 045-312-3506 　ゴルフ場などの施設を継続的に利用させる役務
（サービス）を提供する事業者が消費者と会員契約
を締結する際に消費者側に生活かつ必要な情報
を開示する仕組みを作るとともに、契約の締結時
期を規制すること等により、会員契約の適正化を
図る。

さ 災害救助法 くらし安全
防災局

危機管
理防災
課

応急対策グルー
プ

045-210-3430 045-210-8829 　災害救助は、災害にかかった者の保護と社会の
秩序の保全を目的とし、災害に際して、食料品その
他生活必需品の欠乏、住居の喪失、傷病等に悩む
被災者に対する応急的、一時的な救助を実施す
る。

さ 災害対策基本法 くらし安全
防災局

危機管
理防災
課

企画グループ 045-210-5945 045-210-8829 　国民の生命・財産を災害から保護するため、防災
に関し、国、地方公共団体及びその他の公共機関
を通じて必要な体制を確立し、責任の所在を明確
にするとともに、防災計画の作成、災害予防、災害
応急対策、災害復旧及び防災に関する財政金融措
置その他必要な災害対策の基本を定める。

さ 採石法 県土整備局 砂防課 審査グループ 045-210-6505 045-210-8897 　 岩石の採取の事業についてその事業を行う者の
登録、岩石の採取計画の認可その他の規制等を行
い、岩石の採取に伴う災害を防止し、岩石の採取
の事業の健全な発達を図ることによって、公共の
福祉の増進に寄与することを目的とする。
   採石権の設定、採取業者の登録、岩石採取計画
の認可、　採石業務管理者に関する規定等がある。

し 歯科医師法 免許、養成
所に関する
ことは除く

健康医療局 医療企
画課

法人指導グルー
プ

045-210-4869 045-210-8858 　歯科医師の資格に関する、免許、試験、臨床研修
を規定。
　歯科医師以外の者の歯科医業や名称を用いるこ
とを禁じている。歯科医師には診療義務や診断書
等交付義務が課されており、無診察治療等が禁止
されている。他にも処方せん交付義務、診療録記
載・保存義務等が課せられている。
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し 歯科医師法 免許に関す
ること

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　歯科医師の資格に関する、免許、試験、臨床研修
を規定。
　歯科医師以外の者の歯科医業や名称を用いるこ
とを禁じている。歯科医師には診療義務や診断書
等交付義務が課されており、無診察治療等が禁止
されている。他にも処方せん交付義務、診療録記
載・保存義務等が課せられている。

し 歯科衛生士法 養成所に関
することは
除く

健康医療局 医療企
画課

法人指導グルー
プ

045-210-4869 045-210-8858 　歯科疾患の予防及び口腔衛生の向上を図ること
に従事する専門技術者である歯科衛生士について
規定。免許、試験及び学校養成所について規定す
るほか、歯科衛生士が行える業務、歯科医師の指
示の下に行える業務について定められている。

し 歯科衛生士法 養成所に関
すること

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　歯科疾患の予防及び口腔衛生の向上を図ること
に従事する専門技術者である歯科衛生士について
規定。免許、試験及び学校養成所について規定す
るほか、歯科衛生士が行える業務、歯科医師の指
示の下に行える業務について定められている。

し 歯科技工士法 養成所に関
することは
除く

健康医療局 医療企
画課

法人指導グルー
プ

045-210-4869 045-210-8858 　歯科技工士の資格を定め、業務が適正に運用さ
れるよう規律するもの。学校又は養成所の指定、
試験の実施、免許の付与、歯科技工業務及び歯科
技工所について等規定されている。歯科技工所に
ついて、県知事が必要があると認めるときは報告
を求め、立入検査を行うことができる。

し 歯科技工士法 養成所に関
すること

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　歯科技工士の資格を定め、業務が適正に運用さ
れるよう規律するもの。学校又は養成所の指定、
試験の実施、免許の付与、歯科技工業務及び歯科
技工所について等規定されている。歯科技工所に
ついて、県知事が必要があると認めるときは報告
を求め、立入検査を行うことができる。

し 自然公園法 環境農政局 自然環
境保全
課

緑地・自然公園
グループ

045-210-4310 045-210-8848 　優れた自然の風景地を保護するとともに、その
利用の増進を図ることにより、国民の保養、休養
及び教化に資するとともに、生物の多様性の確保
に寄与することを目的とする。

じ 実用新案法 産業労働局 産業振
興課

技術開発グルー
プ

045-210-5636 045-210-8871 　物品の形状、構造又は組合せに係る考案の保護
及び利用を図ることにより、その考案を奨励し、
もって産業の発展に寄与することを目的としてい
る。「考案」とは、自然法則を利用した技術的思想
の創作をいう。また、「登録実用新案」とは、実用新
案登録を受けている考案をいう。実用新案法は、
特許法を補完しつつ産業の発達に貢献することを
目的としており、保護対象が「技術的思想の創作」
であり、保護の方法も「一定期間独占権の付与」で
ある点で、特許法と共通している。

じ 児童虐待の防止等に関する
法律

福祉子ども
みらい局

子ども
家庭課

児童養護グルー
プ

045-210-4655 4654 045-210-8868 　児童虐待が児童の人権を著しく侵害し、その心身
の成長及び人格の形成に重大な影響を与えるとと
もに、我が国における将来の世代の育成にも懸念
を及ぼすことにかんがみ、児童に対する虐待の禁
止、児童虐待の予防及び早期発見その他の児童虐
待の防止に関する国及び地方公共団体の責務、児
童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援のた
めの措置等を定めることにより、児童虐待の防止
等に関する施策を促進し、もって児童の権利利益
の擁護に資することを目的とするもの。



法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

じ 自動車から排出される窒素酸
化物及び粒子状物質の特定
地域における総量の削減等に
関する特別措置法

環境農政局 環境課 大気・交通環境
グループ

045-210-4180 045-210-8846 　自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物
質による大気の汚染が著しい特定の地域につい
て、その排出の抑制のための所要の措置を講ずる
こと等により、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に
よる大気の汚染に係る環境基準の確保を図り、
もって国民の健康を保護するとともに生活環境を
保全することを目的としている。

じ 児童福祉法 保育士試
験、保育所
等に関する
こと

福祉子ども
みらい局

次世代
育成課

保育・待機児童
対策グループ

045-210-4680 045-210-8956 　全ての児童は、児童の権利に関する条約の精神
にのっとり、適切に養育されること、その生活を保
障されること、愛され、保護されることでその心身
の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られ
ることその他の福祉を等しく保障される権利を有
することから、保育、母子保護、児童虐待防止対策
を含むすべての児童の福祉について定めている｡
　都道府県知事は、保育士試験事務の適正かつ確
実な実施を確保するため必要があると認めるとき
は、指定試験機関に対し、監督命令、検査等をする
ことができる。
　また、児童の福祉のため必要があると認めると
きなどは、施設の設置者に対し、その施設の運営
等の改善その他の勧告、事業の停止等を命ずるこ
とができる。

じ 児童福祉法 保育士試
験、保育所
等に関する
こと

福祉子ども
みらい局

次世代
育成課

子育て支援人材
グループ

045-210-4687 045-210-8956 　全ての児童は、児童の権利に関する条約の精神
にのっとり、適切に養育されること、その生活を保
障されること、愛され、保護されることでその心身
の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られ
ることその他の福祉を等しく保障される権利を有
することから、保育、母子保護、児童虐待防止対策
を含むすべての児童の福祉について定めている｡
　都道府県知事は、保育士試験事務の適正かつ確
実な実施を確保するため必要があると認めるとき
は、指定試験機関に対し、監督命令、検査等をする
ことができる。
　また、児童の福祉のため必要があると認めると
きなどは、施設の設置者に対し、その施設の運営
等の改善その他の勧告、事業の停止等を命ずるこ
とができる。

じ 児童福祉法 保育士試
験、保育所
等に関する
こと

福祉子ども
みらい局

次世代
育成課

監査グループ 045-210-4669 045-210-8956 　全ての児童は、児童の権利に関する条約の精神
にのっとり、適切に養育されること、その生活を保
障されること、愛され、保護されることでその心身
の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られ
ることその他の福祉を等しく保障される権利を有
することから、保育、母子保護、児童虐待防止対策
を含むすべての児童の福祉について定めている｡
　都道府県知事は、保育士試験事務の適正かつ確
実な実施を確保するため必要があると認めるとき
は、指定試験機関に対し、監督命令、検査等をする
ことができる。
　また、児童の福祉のため必要があると認めると
きなどは、施設の設置者に対し、その施設の運営
等の改善その他の勧告、事業の停止等を命ずるこ
とができる。



法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

じ 児童福祉法 福祉子ども
みらい局

子ども
家庭課

児童養護グルー
プ

045-210-4655 4655 045-210-8868 　全ての児童は、児童の権利に関する条約の精神
にのっとり、適切に養育されること、その生活を保
障されること、愛され、保護されることでその心身
の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られ
ることその他の福祉を等しく保障される権利を有
することから、保育、母子保護、児童虐待防止対策
を含むすべての児童の福祉について定めている｡
　都道府県知事は、児童の福祉のため必要がある
と認めるときなどは、施設の設置者に対し、その施
設の運営等の改善その他の勧告、事業の停止等を
命ずることができる。

じ 児童福祉法 福祉子ども
みらい局

子ども
家庭課

家庭福祉グルー
プ

045-210-4671 4671 045-210-8868 　全ての児童は、児童の権利に関する条約の精神
にのっとり、適切に養育されること、その生活を保
障されること、愛され、保護されることでその心身
の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られ
ることその他の福祉を等しく保障される権利を有
することから、保育、母子保護、児童虐待防止対策
を含むすべての児童の福祉について定めている｡
　都道府県知事は、児童の福祉のため必要がある
と認めるときなどは、施設の設置者に対し、その施
設の運営等の改善その他の勧告、事業の停止等を
命ずることができる。

じ 児童福祉法 障害福祉
サービスを
利用する障
害児に限
る。

福祉子ども
みらい局

障害
サービス
課

運営指導グルー
プ

045-210-4705 4705 045-201-2051 　全ての児童は、児童の権利に関する条約の精神
にのっとり、適切に養育されること、その生活を保
障されること、愛され、保護されることでその心身
の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られ
ることその他の福祉を等しく保障される権利を有
することから、保育、母子保護、児童虐待防止対策
を含むすべての児童の福祉について定めている｡
　都道府県知事は、児童の福祉のため必要がある
と認めるときなどは、施設の設置者に対し、その施
設の運営等の改善その他の勧告、事業の停止等を
命ずることができる。

じ 児童福祉法 障害福祉
サービスを
利用する障
害児に限
る。

福祉子ども
みらい局

障害
サービス
課

福祉施設グルー
プ

045-285-0738 045-201-2051 　全ての児童は、児童の権利に関する条約の精神
にのっとり、適切に養育されること、その生活を保
障されること、愛され、保護されることでその心身
の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られ
ることその他の福祉を等しく保障される権利を有
することから、保育、母子保護、児童虐待防止対策
を含むすべての児童の福祉について定めている｡
　都道府県知事は、児童の福祉のため必要がある
と認めるときなどは、施設の設置者に対し、その施
設の運営等の改善その他の勧告、事業の停止等を
命ずることができる。



法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

じ 児童福祉法 障害福祉
サービスを
利用する障
害児に限
る。

福祉子ども
みらい局

障害
サービス
課

事業支援グルー
プ

045-210-4732 045-201-2051 　全ての児童は、児童の権利に関する条約の精神
にのっとり、適切に養育されること、その生活を保
障されること、愛され、保護されることでその心身
の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られ
ることその他の福祉を等しく保障される権利を有
することから、保育、母子保護、児童虐待防止対策
を含むすべての児童の福祉について定めている｡
　都道府県知事は、児童の福祉のため必要がある
と認めるときなどは、施設の設置者に対し、その施
設の運営等の改善その他の勧告、事業の停止等を
命ずることができる。

じ 児童福祉法 障害福祉
サービスを
利用する障
害児に限
る。

福祉子ども
みらい局

障害
サービス
課

監査グループ 045-210-4736 045-201-2051 　全ての児童は、児童の権利に関する条約の精神
にのっとり、適切に養育されること、その生活を保
障されること、愛され、保護されることでその心身
の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られ
ることその他の福祉を等しく保障される権利を有
することから、保育、母子保護、児童虐待防止対策
を含むすべての児童の福祉について定めている｡
　都道府県知事は、児童の福祉のため必要がある
と認めるときなどは、施設の設置者に対し、その施
設の運営等の改善その他の勧告、事業の停止等を
命ずることができる。

し 視能訓練士法 免許、養成
所に関する
ことは除く

健康医療局 医療企
画課

法人指導グルー
プ

045-210-4869 045-210-8858 　医師の指示の下に、両眼視機能に障害のある者
に対する両眼視機能回復のための矯正訓練及びこ
れに必要な検査を行う視能訓練士の資格を定め、
業務が適正に運用されるよう規律するもの。学校
又は養成所の指定、試験の実施、免許の付与、業
務等について規定されている。

し 視能訓練士法 免許、養成
所に関する
こと

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　医師の指示の下に、両眼視機能に障害のある者
に対する両眼視機能回復のための矯正訓練及びこ
れに必要な検査を行う視能訓練士の資格を定め、
業務が適正に運用されるよう規律するもの。学校
又は養成所の指定、試験の実施、免許の付与、業
務等について規定されている。

し 社会福祉士及び介護福祉士
法

福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

福祉施設グルー
プ

045-210-1111 4855 045-663-2113 　喀痰吸引等制度に係る認定特定行為業務従事者
に係る資格の登録・取消し、登録喀痰吸引等事業
者（登録特定行為事業者）の登録・業務の停止命
令・取消し、登録研修機関の登録・更新・適合命令・
改善命令・取消し等について規定されている。

し 社会福祉士及び介護福祉士
法

福祉子ども
みらい局

障害福
祉課

地域生活支援グ
ループ

045-210-4720 045-201-2051 　喀痰吸引等制度に係る認定特定行為業務従事者
に係る資格の登録・取消し、登録喀痰吸引等事業
者（登録特定行為事業者）の登録・業務の停止命
令・取消し、登録研修機関の登録・更新・適合命令・
改善命令・取消し等について規定されている。

し 社会福祉法 社会福祉法
人（児童系）
の法人運営
に関するこ
と

福祉子ども
みらい局

次世代
育成課

監査グループ 045-210-4669 045-210-8956 　社会福祉を目的とする事業の全分野における共
通的基本事項を定め、福祉サービスの利用者の利
益の保護及び地域福祉の推進を図るとともに、社
会福祉事業の公明かつ適正な実施の確保及び社
会福祉を目的とする事業の健全な発達を図り、
もって社会福祉の増進に資することを目的として
いる｡
　都道府県知事は、社会福祉法人又は社会福祉施
設において、法令違反等があった場合などには、
必要な措置を採るべき旨を命じたり、業務の停
止、解散等を命ずることができる｡



法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

し 社会福祉法 社会福祉法
人（児童系
以外）の法
人運営に関
すること

福祉子ども
みらい局

地域福
祉課

法人監査グルー
プ

045-210-4819 045-210-8874 　社会福祉を目的とする事業の全分野における共
通的基本事項を定め、福祉サービスの利用者の利
益の保護及び地域福祉の推進を図るとともに、社
会福祉事業の公明かつ適正な実施の確保及び社
会福祉を目的とする事業の健全な発達を図り、
もって社会福祉の増進に資することを目的として
いる｡
　都道府県知事は、社会福祉法人において、法令
違反等があった場合などには、必要な措置を採る
べき旨を命じたり、業務の停止、解散等を命ずるこ
とができる｡

し 社会福祉法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

福祉施設グルー
プ

045-210-1111 4855 045-663-2113 　都道府県知事が社会福祉事業を経営する者に対
し、必要と認める事項調査及び報告を求めること
ができるほか、施設の設置者がこの法律等の基準
に適合しない場合には適合命令を、この法律等に
違反したときは事業運営の制限や停止、許可・認
可の取消し等を行うことができることについて規
定されている。(軽費老人ホーム）

し 社会福祉法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

監査グループ 045-210-1111 4832 045-663-2113 　都道府県知事が社会福祉事業を経営する者に対
し、必要と認める事項調査及び報告を求めること
ができるほか、施設の設置者がこの法律等の基準
に適合しない場合には適合命令を、この法律等に
違反したときは事業運営の制限や停止、許可・認
可の取消し等を行うことができることについて規
定されている。(軽費老人ホーム）

じ 獣医師法 環境農政局 畜産課 安全管理グルー
プ

045-210-4518 4519 045-210-8850 　 獣医師の任務、獣医師の免許、獣医師国家試
験、獣医師の業務、獣医事審議会等を規定するこ
とにより、獣医師の技能の最高水準とその業務の
適正とを確保し、畜産業の発達を図り、あわせて公
衆衛生の向上に寄与する。

じ 獣医療法 環境農政局 畜産課 安全管理グルー
プ

045-210-4518 4519 045-210-8850 　 飼育動物の診療施設の開設及び管理に関して
必要な事項並びに獣医療を提供する体制の整備
のために必要な事項を定めること等により、適切
な獣医療の確保を図る。

し 就学前の子どもに関する教
育、保育等の総合的な提供の
推進に関する法律

福祉子ども
みらい局

次世代
育成課

保育・待機児童
対策グループ

045-210-4663 045-210-8956 　幼児期の教育及び保育が生涯にわたる人格形成
の基礎を培う重要なものであること並びに我が国
における急速な少子化の進行並びに家庭及び地
域を取り巻く環境の変化に伴い小学校就学前の子
どもの教育及び保育に対する需要が多様なものと
なっていることに鑑み、地域における創意工夫を
生かしつつ、小学校就学前の子どもに対する教育
及び保育並びに保護者に対する子育て支援の総
合的な提供を推進するための措置を講じ、もって
地域において子どもが健やかに育成される環境の
整備に資することを目的としている。
　都道府県知事は、認定こども園において、法令違
反等があった場合などには、必要な措置を採るべ
き旨を命じたり、業務の停止、解散等を命ずること
ができる｡



法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

し 就学前の子どもに関する教
育、保育等の総合的な提供の
推進に関する法律

福祉子ども
みらい局

次世代
育成課

監査グループ 045-210-4669 045-210-8956 　幼児期の教育及び保育が生涯にわたる人格形成
の基礎を培う重要なものであること並びに我が国
における急速な少子化の進行並びに家庭及び地
域を取り巻く環境の変化に伴い小学校就学前の子
どもの教育及び保育に対する需要が多様なものと
なっていることに鑑み、地域における創意工夫を
生かしつつ、小学校就学前の子どもに対する教育
及び保育並びに保護者に対する子育て支援の総
合的な提供を推進するための措置を講じ、もって
地域において子どもが健やかに育成される環境の
整備に資することを目的としている。
　都道府県知事は、認定こども園において、法令違
反等があった場合などには、必要な措置を採るべ
き旨を命じたり、業務の停止、解散等を命ずること
ができる｡

じ 住宅宿泊事業法 健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-4950 4950 045-210-8864 　いわゆる民泊について、衛生面・安全面などに一
定のルールを定め、健全な民泊の普及を図ること
を目的としている。

じ 柔道整復師法 養成施設に
関すること
は除く

健康医療局 医療企
画課

法人指導グルー
プ

045-210-4869 045-210-8858 　柔道整復師の資格を定めるとともに、その業務
が適正に行われるよう施術所に対する規制、広告
の制限、業務等の報告を規律することを目的とし
ている。

じ 柔道整復師法 養成施設に
関すること

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　柔道整復師の資格を定めるとともに、その業務
が適正に行われるよう施術所に対する規制、広告
の制限、業務等の報告を規律することを目的とし
ている。

じ 銃砲刀剣類所持等取締法 教育局 文化遺
産課

調整・世界遺産
登録推進グルー
プ

045-210-8361 045-663-2115 　銃砲刀剣類の所持、使用等に関する危害予防上
必要な規制を定めている。
我が国においては、銃砲、刀剣類の所持を一般的
に禁止し､特定の場合や都道府県教育委員会によ
る登録を受けた場合に限り解除するという制度を
とっている。

し 出資の受入れ、預り金及び金
利等の取締りに関する法律

出資法 神奈川県知
事登録貸金
業者に関す
るものに限
る

産業労働局 金融課 調整グループ 045-210-5690 045-210-8872 出資や預り金によって被る損害を防止し、高利貸
しや高額手数料の取得を禁止することで大衆を保
護するとともに、預り金の無秩序な受入れによる
業務破綻が社会の信用制度や経済秩序を乱すこと
を防ぐことを目的としている。

し 種苗法 環境農政局 農業振
興課

生産振興グルー
プ

045-210-4427 045-210-8851 　新品種の保護のための品種登録に関する制度、
指定種苗の表示に関する規制等について定めるこ
とにより、品種の育成の振興と種苗の流通の適正
化を図る。

し 主要食糧の需給及び価格の
安定に関する法律

環境農政局 農業振
興課

調整グループ 045-210-4422 045-210-8851 　主要な食糧（米穀及び麦）の生産者から消費者ま
での適正かつ円滑な流通を確保するための措置
並びに政府による主要食糧の買入れ、輸入及び売
渡しの措置を総合的に講ずることにより、主要食
糧の需給及び価格の安定を図り、もって国民生活
と国民経済の安定に資する。

し 障害者の雇用の促進等に関
する法律

産業労働局 雇用労
政課

障害者雇用促進
グループ

045-210-5871 5872 045-210-8873 　障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進のため
の措置、職業リハビリテーションの措置等を通じて
障害者の職業の安定を図る。



法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

し 障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するため
の法律

障害福祉
サービスを
利用する障
害児に限
る。

福祉子ども
みらい局

障害
サービス
課

運営指導グルー
プ

045-210-4705 4705 045-201-2051 　障害者基本法の理念にのっとり、障害児者が基
本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわし
い日常生活又は社会生活を営むことができるよ
う、自立支援給付、地域生活支援事業、障害福祉計
画及び費用負担等について定めている。
　都道府県知事は、事業者等がこの法律等に違反
したときは、改善を勧告し、勧告に従わない場合
は、命令を行い、命令に従わない等の場合は、指定
の取り消し若しくは業務の全部または一部効力の
停止をすることができる。

し 障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するため
の法律

障害福祉
サービスを
利用する障
害児に限
る。

福祉子ども
みらい局

障害
サービス
課

福祉施設グルー
プ

045-285-0738 045-201-2051 　障害者基本法の理念にのっとり、障害児者が基
本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわし
い日常生活又は社会生活を営むことができるよ
う、自立支援給付、地域生活支援事業、障害福祉計
画及び費用負担等について定めている。
　都道府県知事は、事業者等がこの法律等に違反
したときは、改善を勧告し、勧告に従わない場合
は、命令を行い、命令に従わない等の場合は、指定
の取り消し若しくは業務の全部または一部効力の
停止をすることができる。

し 障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するため
の法律

障害福祉
サービスを
利用する障
害児に限
る。

福祉子ども
みらい局

障害
サービス
課

事業支援グルー
プ

045-210-4732 045-201-2051 　障害者基本法の理念にのっとり、障害児者が基
本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわし
い日常生活又は社会生活を営むことができるよ
う、自立支援給付、地域生活支援事業、障害福祉計
画及び費用負担等について定めている。
　都道府県知事は、事業者等がこの法律等に違反
したときは、改善を勧告し、勧告に従わない場合
は、命令を行い、命令に従わない等の場合は、指定
の取り消し若しくは業務の全部または一部効力の
停止をすることができる。

し 障害者の日常生活及び社会
生活を総合的に支援するため
の法律

障害福祉
サービスを
利用する障
害児に限
る。

福祉子ども
みらい局

障害
サービス
課

監査グループ 045-210-4736 045-201-2051 　障害者基本法の理念にのっとり、障害児者が基
本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわし
い日常生活又は社会生活を営むことができるよ
う、自立支援給付、地域生活支援事業、障害福祉計
画及び費用負担等について定めている。
　都道府県知事は、事業者等がこの法律等に違反
したときは、改善を勧告し、勧告に従わない場合
は、命令を行い、命令に従わない等の場合は、指定
の取り消し若しくは業務の全部または一部効力の
停止をすることができる。

し 障害を理由とする差別の解消
の推進に関する法律

障害者差別解消法 福祉子ども
みらい局

障害福
祉課

調整グループ 045-210-4703 045-201-2051 　障害を理由とする差別の解消の推進に関する基
本的な事項、行政機関等及び事業者における障害
を理由とする差別を解消するための措置等を定め
ることにより、障害を理由とする差別の解消を推
進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分
け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重
し合いながら共生する社会の実現に資することを
目的とする。

じ 浄化槽法 健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-4950 045-210-8864 　浄化槽の設置、法定検査、保守点検、清掃及び製
造について規制するとともに、浄化槽工事者の登
録制度及び浄化槽清掃業の許可制度を整備し、浄
化槽設備士及び浄化槽管理士の資格を定めること
等により、浄化槽によるし尿等の適正な処理を図
り、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。



法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

じ 浄化槽法 浄化槽工事
業者の登録
に関するこ
とに限る

県土整備局 建設業
課

建設業審査グ
ループ

045-285-3218 6322 045-212-3072 　浄化槽の設置、保守点検、清掃及び製造につい
て規制するとともに、浄化槽工事業者の登録制度
及び浄化槽清掃業の許可制度を整備し、浄化槽設
備士及び浄化槽管理士の資格を定めること等によ
り、浄化槽によるし尿等の適正な処理を図り、生活
環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与することを
目的とする。

し 使用済自動車の再資源化等
に関する法律

環境農政局 資源循
環推進
課

調整グループ 045-210-4149 045-210-8847 　自動車製造業者等及び関連事業者による使用済
自動車の引取り及び引渡し並びに再資源化等を適
正かつ円滑に実施するための措置を講ずることに
より、使用済自動車に係る廃棄物の減量並びに再
生資源及び再生部品の十分な利用等を通じて、使
用済自動車に係る廃棄物の適正な処理及び資源
の有効な利用の確保等を図る。（法第１条）

し 商店街振興組合法 産業労働局 中小企
業支援
課

団体指導グルー
プ

045-285-0747 045-210-8872 　商店街が形成されている地域において、小売商
業者又はサービス業者等が協同して経済事業を行
うとともに、地域環境の整備改善を図るための組
織である商店街振興組合等の設立、運営について
規定しており、組合の事業活動を通じた事業者の
事業の健全な発展、公共の福祉の増進を目的とし
ている。

し 消費生活協同組合法 くらし安全
防災局

消費生
活課

指導グループ 045-312-1121 2630 045-312-3506 　国民の自発的な生活協同組織の発達を図り、
もって国民生活の安定と生活文化の向上を期す
る。

し 商標法 産業労働局 産業振
興課

技術開発グルー
プ

045-210-5636 045-210-8871 　商標を保護することにより、商標の使用をする者
の業務上の信用の維持を図り、もって産業の発達
に寄与し、あわせて需要者の利益を保護すること
を目的としている。「商標」とは、文字、図形、記号
若しくは立体的形状若しくはこれらの結合又はこ
れらの色彩との結合であって、①業として商品を
生産し、証明し、又は譲渡する者がその商品につい
て使用をするもの、②業として役務を提供し、又は
証明する者がその役務について使用をするものを
いう。

し 消防法 くらし安全
防災局

消防保
安課

消防グループ 045-210-3436 045-210-8829 　火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、
身体及び財産を火災から保護するとともに、火災
又は地震等の災害による被害を軽減し、もって安
寧秩序を保持し、社会公共の福祉を増進すること
を目的とする。

し 職業能力開発促進法 産業労働局 産業人
材課

調整グループ 045-210-5705 045-201-6952 　職業訓練及び職業能力検定の内容の充実強化と
その実施の円滑化のための施策並びに労働者が
自ら職業に関する教育訓練または職業能力検定を
受ける機会を確保するための施策等について定め
ている。

し 食鳥処理の事業の規制及び
食鳥検査に関する法律

健康医療局 生活衛
生課

食品衛生グルー
プ

045-210-4940 045-210-8864 　食鳥処理の事業について公衆衛生上の見地から
必要な規制を行うとともに、食鳥検査の制度を設
けることにより、食鳥肉等に起因する衛生上の危
害の発生を防止し、国民の健康の保護を図る｡食
鳥処理場の監視指導、食鳥肉の抜き取り検査を行
い食鳥肉の安全確保を図る｡



法律名称
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し 食品衛生法 健康医療局 生活衛
生課

食品監視グルー
プ

045-285-0741 045-210-8864 　食品の安全性の確保のために公衆衛生の見地か
ら必要な規制その他の措置を講ずることにより、
飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、
もって国民の健康の保護を図ることを目的とす
る。食品等の規格基準、施設基準、管理運営基準、
表示基準などの基準の策定の枠組みと、国による
輸入時の監視や、都道府県等による国内食品関係
営業施設等に対する監視指導の枠組みが定められ
ている。

し 食品表示法 健康医療局 生活衛
生課

食品監視グルー
プ

045-285-0741 045-210-8864 　食品に関する表示が食品を摂取する際の安全性
の確保及び自主的かつ合理的な食品の選択の機
会の確保に関し重要な役割を果たしていることに
鑑み、販売（不特定又は多数の者に対する販売以
外の譲渡を含む。以下同じ。）の用に供する食品に
関する表示について、基準の策定その他の必要な
事項を定めることにより、その適正を確保し、もっ
て一般消費者の利益の増進を図るとともに、食品
衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）、健康
増進法（平成十四年法律第百三号）及び農林物資
の規格化等に関する法律（昭和二十五年法律第百
七十五号）による措置と相まって、国民の健康の保
護及び増進並びに食品の生産及び流通の円滑化
並びに消費者の需要に即した食品の生産の振興に
寄与することを目的とする。

し 植物防疫法 環境農政局 農業振
興課

普及グループ 045-210-4446 045-210-8851 　輸出入植物及び国内植物を検疫し、並びに植物
に有害な動植物を駆除し、そのまん延を防止する。

し 所有者不明土地の利用の円
滑化等に関する特別措置法

測量等のた
めの特定所
有者不明土
地への立入
り、障害物
の伐採等に
関すること、
地域福利増
進事業にお
ける知事裁
定に関する
こと、土地
収用法の特
例における
知事裁定に
関すること
に限る。

県土整備局 用地課 企画指導グルー
プ

045-210-6145 045-662-2585 　社会経済情勢の変化に伴い所有者不明土地が増
加していることに鑑み、所有者不明土地の利用の
円滑化及び管理の適正化並びに土地の所有者の
効果的な探索を図るため、国土交通大臣及び法務
大臣による基本方針の策定について定めるととも
に、地域福利増進事業の実施のための措置、所有
者不明土地の収用又は使用に関する土地収用法
の特例、土地の所有者等に関する情報の利用及び
提供その他の特別の措置を講じ、もって国土の適
正かつ合理的な利用に寄与することを目的とす
る。

し 私立学校法 福祉子ども
みらい局

私学振
興課

認可グループ 045-210-3768 045-210-8839 　この法律は、私立学校の特性にかんがみ、その自
主性を重んじ、公共性を高めることによって、私立
学校の健全な発達を図ることを目的に、私立学校
に関する教育行政や、学校法人の設立、管理、解
散、助成及び監督などに関する事項について規定
しているものである。

し 飼料の安全性の確保及び品
質の改善に関する法律

環境農政局 畜産課 畜産環境グルー
プ

045-210-4514 4515 045-210-8850    飼料及び飼料添加物の製造等に関する規制、飼
料の公定規格の設定及びこれの検定を行うことに
より、飼料の安全性の確保及び品質の改善を図る
ことにより、公共の安全の確保と畜産物の生産の
安定に寄与する。



法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

し 新型インフルエンザ等対策特
別措置法

健康医療局 健康危
機・感染
症対策
課

新興感染症対策
グループ

045-285-0559 045-633-3770 　国民の大部分が現在その免疫を獲得していない
こと等から、新型インフルエンザ等が全国的かつ急
速にまん延し、かつ、これにかかった場合の病状の
程度が重篤となるおそれがあり、また、国民生活
及び国民経済に重大な影響を及ぼすおそれがある
ことに鑑み、新型インフルエンザ等対策の実施に関
する計画、新型インフルエンザ等の発生時における
措置、新型インフルエンザ等緊急事態措置その他
新型インフルエンザ等に関する事項について特別
の措置を定めることにより、感染症の予防及び感
染症の患者に対する医療に関する法律その他新型
インフルエンザ等の発生の予防及びまん延の防止
に関する法律と相まって、新型インフルエンザ等に
対する対策の強化を図り、もって新型インフルエン
ザ等の発生時において国民の生命及び健康を保
護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影響
が最小となるようにすることを目的とする。

し 心神喪失等の状態で重大な
他害行為を行った者の医療及
び観察等に関する法律

健康医療局 がん・疾
病対策
課

精神医療グルー
プ

045-210-4727 4792 045-210-8860 　精神障害者の医療及び保護を行い、その社会復
帰の促進とその自立と必要な援助を行う。
　また、その発生の予防その他国民の精神的健康
の保持及び増進に努めることによって、精神障害
者の福祉の増進及び国民の精神保健の向上を図
ることを目的としている。

し 信用保証協会法 産業労働局 金融課 融資グループ 045-210-5677 5678 045-210-8872 　中小企業者等が銀行その他の金融機関から貸付
等を受けるについてその貸付金等の債務を保証す
ることを主たる業務とする信用保証協会の制度を
確立し、もって中小企業者等に対する金融の円滑
化を図ることを目的としている。

し 診療放射線技師法 免許、養成
所に関する
ことは除く

健康医療局 医療企
画課

法人指導グルー
プ

045-210-4869 045-210-8858 　診療放射線技師の資格を定め、人体に有害な放
射線を診療のために用いる専門技術者の、医学等
に関する知識、技能の水準を一定以上に確保する
とともに、これらの資格者が業務を行う上で必要
な規制を行い、適正に運用されるよう規律するも
の。免許、試験及び学校養成所、業務等について規
定されている。

し 診療放射線技師法 免許、養成
所に関する
こと

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　診療放射線技師の資格を定め、人体に有害な放
射線を診療のために用いる専門技術者の、医学等
に関する知識、技能の水準を一定以上に確保する
とともに、これらの資格者が業務を行う上で必要
な規制を行い、適正に運用されるよう規律するも
の。免許、試験及び学校養成所、業務等について規
定されている。

し 森林組合法 環境農政局 森林再
生課

林業振興グルー
プ

045-210-4342 4344 045-210-8849 　森林組合及び森林所有者の権利・義務を定め、森
林の保続培養及び森林生産力の増進を図ることを
目的としている。

し 森林病害虫等防除法 環境農政局 水源環
境保全
課

森林保全グルー
プ

045-210-4355 045-210-8855 　森林病害虫等を早期に、且つ、徹底的に駆除し、
及びそのまん延を防止し、もって森林の保全を図
ることを目的としている。

す 水産業協同組合法 環境農政局 水産課 水産指導グルー
プ

045-210-4539 045-210-8853 　漁民及び水産加工業者の協同組織である水産業
協同組合に関して事業、組合員、管理及び設立等
について規定している。
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す 水産資源保護法 環境農政局 水産課 漁業調整・資源
管理 グループ

045-210-4549 045-210-8853 　水産資源の保護培養を図り、且つ、その効果を将
来にわたつて維持することにより、漁業の発展に
寄与することを目的とする。
　農林水産大臣又は都道府県知事は、水産資源の
保護培養のために必要があると認めるときは、左
に掲げる事項に関して、農林水産省令又は規則を
定めることができる。
一 　水産動植物の採捕に関する制限又は禁止
二 　水産動植物の販売又は所持に関する制限又
は禁止
三 　漁具又は漁船に関する制限又は禁止
四 　水産動植物に有害な物の遺棄又は漏せつそ
の他水産動植物に有害な水質の汚濁に関する制
限又は禁止
五 　水産動植物の保護培養に必要な物の採取又
は除去に関する制限又は禁止
六 　水産動植物の移植に関する制限又は禁止

す 水質汚濁防止法 環境農政局 環境課 水環境グループ 045-210-4123 045-210-8846 　水質汚濁防止を図るため、工場及び事業場から
の公共用水域への排出及び地下への浸透を規制
し、生活排水対策の実施を推進する等により、国民
の健康を保護し、生活環境を保全することを目的
としている。
　また、工場及び事業場から排出される汚水及び
廃液により人の健康に係る被害が生じた場合の事
業者の損害賠償の責任を定め、被害者の保護を図
ることとしている。

す 水道法 健康医療局 生活衛
生課

水道グループ 045-210-4955 045-210-8864 　清浄、豊富、低廉な水の供給を図り、公衆衛生の
向上と生活環境の改善に寄与することを目的とし
て、水道水の水質基準、施設基準、水道事業の認
可等について定めている。
なお、水道用水供給事業、水道事業（上水道、簡易
水道）、専用水道、簡易専用水道が本法の対象とな
る。

す 水防法 県土整備局 河港課 河川防災グルー
プ

045-210-6491 045-210-8897 　洪水、内水、津波又は高潮に際し、水災を警戒し、
防御し、及びこれによる被害を軽減しもって公共
の安全を保持することを目的とする法律であり、
水防組織、水防活動、費用の負担等について規定
している。

せ 製菓衛生師法 健康医療局 生活衛
生課

食品衛生グルー
プ

045-210-4940 045-210-8864 　製菓衛生師の資格を定めることにより菓子製造
業に従事する者の資質を向上させ、もって公衆衛
生の向上及び増進に寄与することを目的とする。
製菓衛生師とは、厚生労働大臣が定めた基準に基
づき、都道府県知事が行う試験に合格し、都道府
県知事の免許を受けた者をいう。

せ 生活衛生関係営業の運営の
適正化及び振興に関する法
律

健康医療局 生活衛
生課

団体指導グルー
プ

045-210-4936 045-210-8864 　国民の日常生活に密接した生活衛生関係の営業
について、その衛生施設の改善向上、経営の健全
化、振興等を通じてその衛生水準の維持向上を図
り、利用者又は消費者の利益の擁護に資する体
制、制度整備等の方策を講じ、公衆衛生の向上及
び増進に資し、国民生活の安定に寄与する。

せ 生活関連物資等の買占め及
び売惜しみに対する緊急措置
に関する法律

くらし安全
防災局

消費生
活課

企画グループ 045-312-1121 2621 045-312-3506 　生活関連物資等の価格が異常に上昇し又は上昇
するおそれがある場合において、当該物資の買占
め又は売惜しみが行われ又は行われるおそれがあ
るときに、政令で当該物資を指定し、当該物資の
売渡しの指示及び命令等による緊急措置を講じる
ことにより国民生活の安定と国民経済の円滑な運
営を確保することを目的とする。
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せ 生活困窮者自立支援法 福祉子ども
みらい局

生活援
護課

生活困窮者対策
グループ

045-285-0190 045-210-8859 　生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対
し、包括的な相談支援、就労支援等を行い、その自
立の促進を図ることを目的とする。具体的には、
自立相談支援事業の実施や住居確保給付金の支
給を行うなど、１人ひとりの状況に応じた支援を
行っている。

せ 生活保護法 福祉子ども
みらい局

生活援
護課

生活保護グルー
プ

045-210-4912 045-210-8859 　国民の健康で文化的な最低限度の生活を保障す
るため、国が生活に困窮するすべての国民に対し、
その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その
最低限度の生活を保障するとともに、その自立を
助長する制度である。具体的には、生活保護の実
施主体である県又は市が生活保護受給者等から
の相談に応じ、保護金品の支給、自立に向けた助
言・支援等を行っている。

せ 精神保健及び精神障害者福
祉に関する法律

健康医療局 がん・疾
病対策
課

精神医療グルー
プ

045-210-4727 4729 045-210-8860 　精神障害者の医療及び保護を行い、その社会復
帰の促進とその自立と必要な援助を行う。
　また、その発生の予防その他国民の精神的健康
の保持及び増進に努めることによって、精神障害
者の福祉の増進及び国民の精神保健の向上を図
ることを目的としている。

せ 精神保健福祉士法 健康医療局 がん・疾
病対策
課

精神医療グルー
プ

045-210-4727 4729 045-210-8860 　精神保健福祉士の資格を定めて、その業務の適
正を図り、もって精神保健の向上及び精神障害者
の福祉の増進に寄与することを目的とする。

せ 製造委託等に係る中小受託
事業者に対する代金の支払
の遅延等の防止に関する法
律

中小受託取引適正
化法
取適法

産業労働局 中小企
業支援
課

調整グループ 045-210-5553 045-210-8872 　製造委託等に関し、中小受託事業者に対する代
金の支払の遅延等を防止することによって、委託
事業者の中小受託事業者に対する取引を公正に
するとともに、中小受託事業者の利益を保護し、
もって国民経済の健全な発達に寄与することを目
的とする。

せ 石油コンビナート等災害防止
法

くらし安全
防災局

消防保
安課

工業保安グルー
プ

045-210-3479 045-210-8830 　石油コンビナート等特別防災区域に係る災害の
発生及び拡大の防止等のための総合的な施策の
推進を図り、もって当該災害から国民の生命、身
体及び財産を保護する。（石油コンビナート等特別
防災区域の指定、特定事業所の区分、事業所レイア
ウトの規制、特定事業者に対する災害予防の義務
付け、特定事業者に対する災害応急措置の義務付
け、石油コンビナート等防災本部の設置、石油コン
ビナート等防災計画の作成、緩衝緑地の設置）

そ 測量法 県土整備局 建設業
課

調査指導グルー
プ

045-285-4245 6309 045-212-3072 　国若しくは公共団体が費用の全部若しくは一部
を負担し、若しくは補助して実施する土地の測量
又はこれらの測量の結果を利用する土地の測量に
ついて、その実施の基準及び実施に必要な権能を
定め、測量の重複を除き、並びに測量の正確さを
確保するとともに、測量業を営む者の登録の実
施、業務の規制等により、測量業の適正な運営と
その健全な発達を図り、もつて各種測量の調整及
び測量制度の改善発達に資することを目的とす
る。

だ ダイオキシン類対策特別措置
法

大気保全に
関すること

環境農政局 環境課 大気・交通環境
グループ

045-210-4111 4111 045-210-8846 　ダイオキシン類による環境汚染の防止や、その除
去等を図り、国民の健康を保護するため、施策の
基本とすべき基準、必要な規制、汚染土壌に係る
措置等の整備について定めている。

だ ダイオキシン類対策特別措置
法

水質保全、
土壌環境保
全に関する
こと

環境農政局 環境課 水環境グループ 045-210-4123 045-210-8846 　ダイオキシン類による環境汚染の防止や、その除
去等を図り、国民の健康を保護するため、施策の
基本とすべき基準、必要な規制、汚染土壌に係る
措置等の整備について定めている。
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た 大気汚染防止法 環境農政局 環境課 大気・交通環境
グループ

045-210-4111 4111 045-210-8846 　大気汚染防止を図るため、工場及び事業場の事
業活動並びに建築物等の解体等に伴うばい煙、揮
発性有機化合物、粉じん並びに水銀の排出等の規
制、有害大気汚染物質対策の実施、並びに自動車
排出ガスの許容限度の規定等により、国民の健康
を保護し、生活環境を保全することを目的として
いる。
　また、大気汚染により人の健康に係る被害が生
じた場合の事業者の損害賠償の責任を定め、被害
者の保護を図ることとしている。

だ 大規模小売店舗立地法 産業労働局 商業流
通課

流通企画グルー
プ

045-210-5605 5605 045-210-8875 　大規模小売店舗の立地が周辺の地域の生活環境
を保持しつつ適正に行われることを確保するため
の手続きについて規定している。

だ 大規模地震対策特別措置法 くらし安全
防災局

危機管
理防災
課

企画グループ 045-210-5945 045-210-8829 　大規模な地震による災害から国民の生命、身体、
財産を守るため、地震防災対策強化地域の指定、
地震防災応急対策その他地震防災に関する事項
について定める。法第２０条、２４条、２６条、２７条
に関し、罰則規定がある。

た 大麻草の栽培の規制に関す
る法律

健康医療局 薬務課 薬物対策グルー
プ

045-210-4972 045-201-9025 　大麻草の栽培の適正を図るために必要な取締を
行うこと等を定めている。

た 宅地造成及び特定盛土等規
制法

基礎調査・
区域指定に
関すること、
特定盛土等
及び土石の
堆積に関す
ること

県土整備局 砂防課 土砂対策グルー
プ

045-210-6511 045-210-8897 　宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に伴う崖
崩れ又は土砂の流出による災害の防止のため必
要な規制を行うことにより、国民の生命及び財産
の保護を図り、もつて公共の福祉に寄与すること
を目的とする。

た 宅地造成及び特定盛土等規
制法

基礎調査・
区域指定に
関すること、
特定盛土等
及び土石の
堆積に関す
ること

県土整備局 砂防課 審査グループ 045-210-6505 045-210-6505 　宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に伴う崖
崩れ又は土砂の流出による災害の防止のため必
要な規制を行うことにより、国民の生命及び財産
の保護を図り、もつて公共の福祉に寄与すること
を目的とする。

た 宅地建物取引業法 県土整備局 建設業
課

宅建指導グルー
プ

045-285-3218 6331 045-212-3072 　宅地建物取引業を営む者について免許制度を実
施し、その事業に対し必要な規制を行うことによ
り、その業務の適正な運営と宅地及び建物の取引
の公正とを確保するとともに、宅地建物取引業の
健全な発達を促進し、もって購入者等の利益の保
護と宅地及び建物の流通の円滑化とを図る。

ち 駐車場法 県土整備局 都市整
備課

市街地整備グ
ループ

045-210-6212 045-210-8883 　都市計画的見地から道路交通の円滑化を図るこ
とを目的として、都市における自動車の駐車のた
めの施設（路上駐車場、路外駐車場、建築物に附置
される駐車施設）の整備について規定している。

ち 中小企業団体の組織に関す
る法律

産業労働局 中小企
業支援
課

団体指導グルー
プ

045-285-0747 045-210-8872 　中小企業者等が協同して経済事業を行うため、
又は事業の改善発達を図るための組織である商
工組合等の設立、運営について規定しており、組
合員の公正な経済活動の機会の確保による国民
経済の健全な発展が図られることを目的としてい
る。

ち 中小企業等協同組合法 産業労働局 中小企
業支援
課

団体指導グルー
プ

045-285-0747 045-210-8872 　中小企業者が相互扶助の精神に基づき、協同し
て事業を行うための組織である事業協同組合等の
設立、運営について規定しており、組合の事業活
動を通じた中小企業者の公正な経済活動の機会
の確保、自主的な経済活動の促進による経済的地
位の向上を目的としている。
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ち 中小漁業融資保証法 環境農政局 水産課 水産指導グルー
プ

045-210-4539 045-210-8853 　中小漁業者等の漁業経営等に必要な資金の融通
を円滑にするため、金融機関の中小漁業者等に対
する貸付け等について、その債務を保証すること
を主たる業務とする漁業信用基金協会の制度等に
ついて規定している。

ち 鳥獣の保護及び管理並びに
狩猟の適正化に関する法律

環境農政局 自然環
境保全
課

野生生物グルー
プ

045-210-4319 4320 045-210-8848 鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施す
るとともに、猟具の使用に係る危険を予防するこ
とにより、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正
化を図り、もって生物の多様性の確保（生態系の
保護を含む。以下同じ。）、生活環境の保全及び農
林水産業の健全な発展に寄与することを通じて、
自然環境の恵沢を享受できる国民生活の確保及
び地域社会の健全な発展に資することを目的とす
る。

ち 調理師法 調理師に関
すること

健康医療局 生活衛
生課

団体指導グルー
プ

045-210-4936 045-210-8864 　調理師の資格等を定めて調理の業務に従事する
者の資質を向上させることで調理技術の合理的な
発達と国民の食生活の向上に資する。

ち 著作権等管理事業法 産業労働局 産業振
興課

技術開発グルー
プ

045-210-5636 045-210-8871 　著作権及び著作隣接権を管理する事業を行う者
について登録制度を実施し、管理委託契約約款及
び使用料規程の届出及び公示を義務付ける等そ
の業務の適正な運営を確保するための措置を講
ずることにより、著作権等管理を委託する者を保
護するとともに、著作物、実演、レコード、放送及び
有線放送の利用を円滑にし、もって文化の発展に
寄与することを目的としている。

ち 著作権法 産業労働局 産業振
興課

技術開発グルー
プ

045-210-5636 045-210-8871 　著作物並びに実演、レコード、放送及び有線放送
に関し著作者の権利及びこれに隣接する権利を定
め、これらの文化的所産の公正な利用に留意しつ
つ、著作者等の権利の保護を図り、もつて文化の
発展に寄与することを目的としている。著作物と
は、思想又は感情を創作的に表現したものであっ
て、文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの
をいう。

つ 通訳案内士法 文化スポー
ツ観光局

観光課 調整グループ 045-210-5765 5765 045-210-8870 　通訳案内(外国人に付き添い、外国語を用いて、
旅行に関する案内をすることをいう。)及び、通訳
案内を業とする通訳案内士に関する資格、手続き
等を規定した法律。

つ 津波防災地域づくりに関する
法律

くらし安全
防災局

危機管
理防災
課

企画グループ 045-210-5945 045-210-8829 　津波による災害の防止等の効果が高く、将来に
わたって安心して暮らすことのできる安全な地域
の整備等を総合的に推進することにより、津波に
よる災害から国民の生命、身体及び財産の保護を
図るため、市町村による推進計画の作成、推進計
画の区域における所要の措置、津波災害警戒区域
における警戒避難体制の整備並びに津波災害特
別警戒区域における一定の開発行為及び建築物
の建築等の制限に関する措置等について定める。

つ 積立式宅地建物販売業法 県土整備局 建設業
課

宅建指導グルー
プ

045-285-3218 6331 045-212-3072 　積立式宅地建物販売業を営む者について許可制
度を実施し、その事業に対し必要な規制を行うこ
とにより、その業務の適正な運営と宅地及び建物
の取引の公正とを確保し、もって購入者等の利益
の保護を図るとともに積立式宅地建物販売業の健
全な発達に寄与する。

で 電気工事業の業務の適正化
に関する法律

くらし安全
防災局

消防保
安課

工業保安グルー
プ

045-210-3475 045-210-8830 　電気工事業を営む者の登録等及びその業務の規
制を行うことにより、業務の適正な実施を確保し、
発電設備、住宅やビルなどの受電設備、電気使用
設備等の保安を確保する。



法律名称
一文字目 法律の名称 法律の略称・通称 分担・分野 局 所属 グループ・係等 電話番号 内線 FAX番号 法律の概要等

で 電気工事士法 くらし安全
防災局

消防保
安課

工業保安グルー
プ

045-210-3475 045-210-8830 　電気工事の作業に従事する者の資格及び義務を
定め、電気工事の欠陥による災害の発生を防止す
る。

で 電気用品安全法 くらし安全
防災局

消防保
安課

工業保安グルー
プ

045-210-3475 045-210-8830 　電気用品の製造、販売等を規制するとともに、電
気用品の安全性の確保について製造、輸入、販売
事業者等の自主的な活動を促進することにより、
火災、感電事故等の発生を防止する。

ど 動物の愛護及び管理に関す
る法律

健康医療局 生活衛
生課

動物愛護グルー
プ

045-210-4947 045-210-8864 　動物の虐待の防止、動物の適正な取扱いその他
動物の愛護に関する事項を定めて国民の間に動
物を愛護する気風を招来し、生命尊重、友愛及び
平和の情操の涵養に資するとともに、動物の管理
に関する事項を定めて動物による人の生命、身体
及び財産に対する侵害を防止する。

ど 道路法 県土整備局 道路管
理課

路政グループ 045-210-6355 045-210-8886 　道路に関する管理、保全等に関する事項を定め、
交通の発達に寄与し、公共の福祉を増進するため
の法律。道路における禁止、制限行為や、道路管理
者の処分権限等についても定めている。

と 特定外来生物による生態系
等に係る被害の防止に関する
法律

その他の特
定外来生物
（非鳥獣）に
関すること

環境農政局 自然環
境保全
課

緑地・自然公園
グループ

045-210-4310 4312 045-210-8848 　特定外来生物の飼養、栽培、保管又は運搬、輸入
その他の取扱いを規制するとともに、国等による
特定外来生物の防除等の措置を講ずることによ
り、生態系等に係る被害を防止し、もって生物の多
様性の確保、人の生命及び身体の保護並びに農林
水産業の健全な発展に寄与することを通じて、国
民生活の安定向上に資する。

と 特定外来生物による生態系
等に係る被害の防止に関する
法律

特定外来生
物の鳥類・
哺乳類に関
すること

環境農政局 自然環
境保全
課

野生生物グルー
プ

045-210-4319 4322 045-210-8848 　特定外来生物の飼養、栽培、保管又は運搬、輸入
その他の取扱いを規制するとともに、国等による
特定外来生物の防除等の措置を講ずることによ
り、生態系等に係る被害を防止し、もって生物の多
様性の確保、人の生命及び身体の保護並びに農林
水産業の健全な発展に寄与することを通じて、国
民生活の安定向上に資する。

と 特定ガス消費機器の設置工
事の監督に関する法律

くらし安全
防災局

消防保
安課

工業保安グルー
プ

045-210-3489 045-210-8830 　ガス事業法及び液化石油ガスの保安の確保及び
取引の適正化に関する法律と相まって、特定ガス
消費機器の設置又は変更の工事の欠陥に係るガ
スによる災害の発生を防止するため、これらの工
事の事業を行う者の工事の監督に関する義務等を
定めることを目的とするものである。なお、特定ガ
ス消費機器とは、風呂釜及び湯沸かし器であって
排気筒を設置すべきものである。

と 特定工場における公害防止組
織の整備に関する法律

環境農政局 環境課 環境計画グルー
プ

045-210-4107 045-210-8846 　製造業などで特定の公害発生施設を有する工場
（特定工場）に対し、公害防止に関する技術的事項
を管理する「公害防止管理者」等を選任し、公害防
止体制の整備を図ることを義務づけている。

と 特定住宅瑕疵担保責任の履
行の確保等に関する法律

県土整備局 建設業
課

調査指導グルー
プ

045-285-4245 6305 045-212-3072 　新築住宅に関し、建設業者及び宅地建物取引業
者に対して、住宅の品質確保の促進等に関する法
律の規定による瑕疵担保責任を履行するための資
力の確保を義務付け、紛争処理体制について定め
ることにより、住宅を新築する建設工事の発注者
及び新築住宅の買主の利益の保護を図る。

と 特定商取引に関する法律 特定商取引法
特商法

くらし安全
防災局

消費生
活課

指導グループ 045-312-1121 2630 045-312-3506 　消費者トラブルの多い特定の取引類型（訪問販
売、電話勧誘販売、通信販売、特定継続的役務提
供、マルチ商法、内職・モニター商法の６類型）を対
象にして、トラブル防止のルールを定め、事業者に
よる不当な勧誘行為等を取り締まることにより、
消費者取引の公正を確保する。事業者に対する行
政規制や消費者救済のための民事ルール等を定
めている。
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と 特定水産動植物等の国内流
通の適正化等に関する法律

環境農政局 水産課 水産企画グルー
プ

045-210-4542 045-210-8853 　違法に採捕された水産動植物の流通を防止する
ため、特定の水産動植物等について、取扱事業者
間における情報の伝達並びに取引の記録の作成
及び保存並びに適法に採捕されたものである旨を
証する書類添付の義務付け等の措置を講ずること
により、当該水産動植物等の国内流通の適正化及
び輸出入の適正化を図り、もって違法な漁業の抑
止及び水産資源の持続的な利用に寄与するととも
に、漁業及びその関連産業の健全な発展に資する
ことを目的とする。

ど 毒物及び劇物取締法 販売業・業
務上取扱者
に関するこ
と

健康医療局 薬務課 薬事指導グルー
プ

045-210-4967 045-201-9025 　化学物質の毒性のみに着目し、毒性が強く、取扱
いに特に注意を要するものについて、保健衛生上
の見地から販売又は授与すること、あるいは販売
又は授与の目的で製造し、輸入し、貯蔵し、運搬
し、又は陳列すること等について定めている。

ど 毒物及び劇物取締法 製造業・輸
入業に関す
ること

健康医療局 薬務課 生産指導グルー
プ

045-210-4976 045-201-9025 　化学物質の毒性のみに着目し、毒性が強く、取扱
いに特に注意を要するものについて、保健衛生上
の見地から販売又は授与すること、あるいは販売
又は授与の目的で製造し、輸入し、貯蔵し、運搬
し、又は陳列すること等について定めている。

と 都市計画法 開発行為等
の規制を除
く

県土整備局 都市計
画課

調整グループ 045-210-6175 045-210-8879 　都市計画の内容及びその決定手続、都市計画制
限、都市計画事業その他都市計画に関し必要な事
項を定めることにより、都市の健全な発展と秩序
ある整備を図り、もって国土の均衡ある発展と公
共の福祉の増進に寄与する。

と 都市計画法 開発行為等
の規制に関
することに
限る

県土整備局 建築指
導課

開発指導グルー
プ

045-210-6248 045-210-8884 　（※　横浜市、川崎市、横須賀市、藤沢市、相模原
市、鎌倉市、厚木市、平塚市、小田原市、秦野市、
茅ヶ崎市及び大和市は、都市計画法に基づく開発
許可関係事務を、それぞれの市で実施している。）
都市の健全な発展と秩序ある整備を図るために、
開発行為等の規制を行う。

と 都市の低炭素化の促進に関
する法律

低炭素建築
物新築等計
画の認定に
関すること
に限る

県土整備局 建築指
導課

建築指導グルー
プ

045-210-6244 6242 045-210-8884 　（※　横浜市、川崎市、横須賀市、藤沢市、相模原
市、鎌倉市、厚木市、平塚市、小田原市、秦野市、
茅ヶ崎市及び大和市は、都市の低炭素化の促進に
関する法律に基づく低炭素建築物新築等計画の認
定事務を、それぞれの市で実施している。）低炭素
建築物の普及の促進のための措置等を講ずること
により、都市の低炭素化の促進を図り、もって都市
の健全な発展に寄与することを目的とする。

ど 土砂災害警戒区域等における
土砂災害防止対策の推進に
関する法律

県土整備局 砂防課 土砂対策グルー
プ

045-210-6511 045-210-6505 　土砂災害から国民の生命及び身体を保護するた
め、土砂災害が発生するおそれのある土地の区域
（土砂災害警戒区域）を明らかにし、当該区域にお
ける緊急避難体制を整備を図るとともに、著しい
土砂災害が発生するおそれがある土地の区域（土
砂災害特別警戒区域）において一定の開発行為を
制限するほか、建築物の構造の規制に関する所要
の措置を定めること等により、土砂災害の防止の
ための対策の推進を図る。

ど 土壌汚染対策法 環境農政局 環境課 水環境グループ 045-210-4123 045-210-8846 　土壌汚染の状況の把握に関する措置及びその汚
染による人の健康被害の防止に関する措置を定め
ること等により、土壌汚染対策の実施を図り、もっ
て国民の健康を保護することを目的としている。
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と と畜場法 健康医療局 生活衛
生課

食品衛生グルー
プ

045-210-4940 045-210-8864 　と畜場の経営及び食用に供するために行う獣畜
の処理の適正の確保のために、公衆衛生の見地か
ら必要な規制その他の措置を講じ、国民の健康の
保護を図る。牛・馬・豚等の獣畜について、厳正な
と畜検査を行い食肉の安全確保を図る｡

と 特許法 産業労働局 産業振
興課

技術開発グルー
プ

045-210-5636 045-210-8871 　発明の保護及び利用を図ることにより、発明を
奨励し、もって産業の発達に寄与することを目的
としている。「発明」とは、自然法則を利用した技術
的思想の創作のうち高度のものをいう。また、「特
許発明」とは、特許を受けている発明をいう。

な 難病の患者に対する医療等に
関する法律

健康医療局 がん・疾
病対策
課

難病対策グルー
プ

045-210-4777 4775 045-210-8860 　持続可能な社会保障制度の確立を図るための改
革の推進に関する法律に基づく措置として、難病
の患者に対する医療費助成に関して、法定化によ
りその費用に消費税の収入を充てることができる
ようにするなど、公平かつ安定的な制度を確立す
るほか、基本方針の策定、調査及び研究の推進、療
養生活環境整備事業の実施等の措置を講ずる。

の 農業協同組合法 環境農政局 農政課 団体指導グルー
プ

045-210-4433 4433 045-210-8851 　農業者の協同組織の発達を促進することによ
り、農業生産力の増進及び農業者の経済的社会的
地位の向上を図り、もって国民経済の発展に寄与
することを目的とし、次の点について規定してい
る。
①　農業協同組合等の法人格、及び農業協同組合
等の事業、組合員等組織、組合等の設立等手続
②　組合等の所管行政庁及びその権限並びに組合
等及びその役員が法の規定に違反した場合の罰則

の 農業信用保証保険法 環境農政局 農業振
興課

調整グループ 045-210-4422 045-210-8851  　農業近代化資金その他農業経営に必要な資金
の融通を円滑にするため、農業協同組合等融資機
関の農業者等に対する貸付けについて債務保証す
ることを主たる業務とする農業信用基金協会の制
度及びその保証等につき独立行政法人農林漁業
信用基金が行う農業信用保険の制度を確立し、も
つて農業の生産性の向上を図り、農業経営の改善
に資することを目的とする。

の 農業保険法 環境農政局 農政課 団体指導グルー
プ

045-210-4433 4433 045-210-8851 　農業経営の安定を図るため、災害その他の不慮
の事故によって農業者が受けることのある損失を
補填する共済の事業並びにこれらの事故及び農産
物の需給の変動その他の事情によつて農業者が
受けることのある農業収入の減少に伴う農業経営
への影響を緩和する保険の事業を行う農業保険
の制度を確立し、もって農業の健全な発展に資す
ることを目的とする。
　①　農業共済制度（農家が掛金を出し合って共同
財産をつくり、災害が発生したときに共済金の支
払を受けるという相互扶助を基本とした農業保険
制度）の種類等の内容
  ②　収入保険制度(品目の枠にとらわれず、自然
災害による収量減少だけでなく、価格他低下など
も含めた収入減少を補填する農業経営全体をカ
バーするしくみの農業保険制度）の種類等の内容。
  ③　農業共済組合等の法人格、農業共済組合等
の事業、組合員等組織、組合等の設立等手続
  ④　組合等の所管行政庁及びその権限並びに組
合等及びその役員が法の規定に違反した場合の罰
則
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の 農産物検査法 環境農政局 農業振
興課

調整グループ 045-210-4422 045-210-8851 　農産物（米、麦、大豆、小豆、いんげん、かんしょ生
切干、そば、かんしょでん粉及びばれいしょでん粉）
の公正かつ円滑な取引とその品質の改善とを助長
し、あわせて農家経済の発展と農産物消費の合理
化とに寄与する。

の 納税貯蓄組合法 総務局 税務指
導課

納税グループ 045-210-1111 2332 045-210-8808 　納税資金の貯蓄を目的として組織される組合及
びその連合体について必要な規制を設けるととも
に助成の措置を講じることにより、その健全な発
達を図り、もって租税の容易且つ確実な納付に資
せしめることを目的とする。

の 農薬取締法 環境農政局 農業振
興課

普及グループ 045-210-4446 045-210-8851 　農薬について登録の制度を設け、販売及び使用
の規制を行う。

の 農用地の土壌の汚染防止等
に関する法律

環境農政局 農業振
興課

普及グループ 045-210-4446 045-210-8851 　農用地の土壌の特定有害物質による汚染の防止
及び除去並びにその汚染にかかる農用地の利用
の合理化を図るために必要な措置を講ずることに
より、人の健康を損なうおそれがある農畜産物が
生産されたり、農作物等の生育が阻害されること
を防止する。

は 廃棄物の処理及び清掃に関
する法律

廃棄物の不
適正処理に
関すること

環境農政局 資源循
環推進
課

適正処理グルー
プ

045-210-4151 045-210-8847 　廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分
別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理をし、並
びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境
の保全及び公衆衛生の向上を図る。（法第１条）

は 廃棄物の処理及び清掃に関
する法律

廃棄物再生
事業者登録
に係るもの
に限る

環境農政局 資源循
環推進
課

調整グループ 045-210-4149 045-210-8847 　廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分
別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理をし、並
びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境
の保全及び公衆衛生の向上を図る。（法第１条）

は 廃棄物の処理及び清掃に関
する法律

産業廃棄物
収集運搬業
（積替え保
管を除く）許
可に関する
こと及び不
適正処理に
関すること
以外のこと

環境農政局 資源循
環推進
課

指導グループ 045-210-4156 045-210-8847 　廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分
別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理をし、並
びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境
の保全及び公衆衛生の向上を図る。（法第１条）

は 廃棄物の処理及び清掃に関
する法律

PCB廃棄物
に関するこ
と

環境農政局 資源循
環推進
課

適正処理グルー
プ

045-210-4151 045-210-8847 　廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分
別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理をし、並
びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境
の保全及び公衆衛生の向上を図る。（法第１条）

は 犯罪利用預金口座等に係る
資金による被害回復分配金
の支払等に関する法律

漁業協同組
合、信用漁
業協同組合
連合会に関
すること

環境農政局 水産課 水産指導グルー
プ

045-210-4539 045-210-8853 　預金口座等への振込みを利用して行われた詐欺
等の犯罪行為により被害を受けた者に対する被害
回復分配金の支払等のため、預金等に係る債権の
消滅手続及び被害回復分配金の支払手続等を定
め、もって当該犯罪行為により被害を受けた者の
財産的被害の迅速な回復等に資することを目的と
する。

ぴ PTA・青少年教育団体共済法 教育局 行政課 行政グループ 045-210-8081 045-210-8923 　青少年の健全な育成等に資するため、ＰＴＡ・青
少年教育団体が、その主催する活動等における青
少年等の災害について、共済事業を行うことがで
きることとする。

び 美容師法 健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-4950 4950 045-210-8864 　美容師の資格を定めるとともに、美容の業務が
適正に行われるように規律し、もって公衆衛生の
向上に資する。

ひ 肥料の品質の確保等に関す
る法律

環境農政局 農業技
術セン
ター

病害虫防除部 0463-58-0333 390 0463-58-4254 　肥料の品質等を保全し、公正な取引と安全な施
用を確保するため、肥料の規格及び施用基準の公
定、登録、検査を行い、農業生産力の維持増進と国
民の健康の保護を目的とする。
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ぶ 武器等製造法 くらし安全
防災局

消防保
安課

工業保安グルー
プ

045-210-3475 045-210-8830 　武器の製造の事業の事業活動を調整することに
よって、国民経済の健全な運行に寄与するととも
に、武器及び猟銃等の製造、販売、その他の取扱を
規制することによって、公共の安全を確保する。

ふ 不当景品類及び不当表示防
止法

景品表示法
景表法

くらし安全
防災局

消費生
活課

指導グループ 045-312-1121 2630 045-312-3506 　商品及び役務の取引に関連して、過大な景品類
の提供や誇大・虚偽の表示が行われると、消費者
は景品に惑わされたり、商品や役務の特性をきち
んと判断できなかったりして、適正な選択を阻害
されることになるため、不当な景品類及び表示に
よる顧客の誘引を防止し、公正な競争を確保する
とともに、消費者の利益を保護する。

ふ 不動産特定共同事業法 県土整備局 建設業
課

宅建指導グルー
プ

045-285-3218 6331 045-212-3072 　不動産特定共同事業を営む者について許可等制
度を実施し、その業務の遂行に当たっての責務等
を明らかにし、及び事業参加者が受けることのあ
る損害を防止するため必要な措置を講ずることに
より、その業務の適正な運営を確保し、もって事業
参加者の利益の保護を図るとともに、不動産特定
共同事業の健全な発達に寄与する。

ふ 不動産の鑑定評価に関する
法律

県土整備局 建設業
課

宅建指導グルー
プ

045-285-3218 6331 045-212-3072 　不動産の鑑定評価に関し、不動産鑑定士等の資
格及び不動産鑑定業について必要な事項を定め、
もって土地等の適正な価格の形成に資する。

ぶ 武力攻撃事態等における国民
の保護のための措置に関する
法律

くらし安全
防災局

危機管
理防災
課

調整グループ 045-210-3425 045-210-8829 　武力攻撃事態等において、武力攻撃から国民の
生命、身体及び財産を保護し、国民生活等に及ぼ
す影響を最小にするための、国・地方公共団体等
の責務、避難・救援・武力攻撃災害への対処等の措
置を規定。

ふ フロン類の使用の合理化及び
管理の適正化に関する法律

環境農政局 環境課 大気・交通環境
グループ

045-210-4111 4118 045-210-8846 　オゾン層の破壊や地球温暖化を招くフロン類の
大気中への排出を抑制するため、フロン類及びフ
ロン類使用製品の製造者等の使用の合理化への
取組み及び業務用冷凍空調機器の管理者の措置
等について定めている。

ぶ 文化財保護法 教育局 文化遺
産課

調整・世界遺産
登録推進グルー
プ

045-210-8351 045-663-2115 　文化財を保存・活用することで国民の文化的向
上と世界文化の進歩に貢献することを目的として
いる。
また、文化財のうち特に価値の高いものを史跡や
重要文化財に指定し、重点的な保護策を講じてい
る。

べ 米穀等の取引等に係る情報
の記録及び産地情報の伝達
に関する法律

環境農政局 農業振
興課

調整グループ 045-210-4422 045-210-8851 　米穀事業者に対し、米穀等の譲受け、譲渡し等に
係る情報の記録及び産地情報の伝達を義務付け
ることにより、米穀等に関し、食品としての安全性
を欠くものの流通を防止し、表示の適正化を図り、
及び適正かつ円滑な流通を確保するための措置
の実施の基礎とするとともに、米穀等の産地情報
の提供を促進し、もって国民の健康の保護、消費
者の利益の増進並びに農業及びその関連産業の
健全な発展を図る。

べ 弁理士法 産業労働局 産業振
興課

技術開発グルー
プ

045-210-5636 045-210-8871 　弁理士の制度を定め、その業務の適正を図るこ
とにより、工業所有権の適正な保護及び利用の促
進等に寄与し、もって経済及び産業の発展に資す
ることを目的としている。この法律で「国際出願」
とは、特許協力条約に基づく国際出願等に関する
法律第２条に規定する国際登録出願をいう。また、
「国際登録出願」とは、商標法第６８条の２第１項に
規定する国際登録出願をいう。

ほ 保健師助産師看護師法 健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　保健師・助産師・看護師・准看護師の業務及び免
許の付与、その取消し等と資格取得試験について
規定されている。
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ぼ 母体保護法 健康医療局 健康増
進課

母子保健グルー
プ

045-210-1111 5027 045-210-8857 　この法律は、不妊手術及び人工妊娠中絶に関す
る事項を定めること等により、母性の生命健康を
保護することを目的とする。

ぼ 墓地、埋葬等に関する法律 健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-5811 4951 045-210-8864 　墓地、納骨堂又は火葬場の経営に当たっては、そ
の公益性、永続性が確保され、埋葬、火葬、改葬等
の許可事務、墓地、火葬場及び納骨堂の設置管理
並びにこれらの施設の監督に当たっては、国民の
宗教的感情に適合するよう配慮すること。

ぽ ポリ塩化ビフェニル廃棄物の
適正な処理の推進に関する特
別措置法

環境農政局 資源循
環推進
課

適正処理グルー
プ

045-210-4151 045-210-8847 　ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の保管、処分
等について規制等を行うとともに、処理のための
必要な体制を速やかに整備することにより、その
確実かつ適正な処理を推進し、もって国民の健康
の保護及び生活環境の保全を図る。
　保管事業者は、保管等の届出、期間内（令和９年
３月31日まで）の処分等を行うこととされている。

ま 麻薬及び向精神薬取締法 健康医療局 薬務課 薬物対策グルー
プ

045-210-4972 045-201-9025 　麻薬及び向精神薬の輸入、輸出、製造、製剤、譲
渡し等について必要な取締りを行うとともに、麻
薬中毒者について必要な医療を行う等の措置を
講ずること等により、麻薬及び向精神薬の濫用に
よる保健衛生上の危害を防止し、もつて公共の福
祉の増進を図ることを定めている。

ま マンションの管理の適正化の
推進に関する法律

県土整備局 住宅計
画課

民間住宅グルー
プ

045-210-6557 045-210-8884 　マンション管理適正化推進計画、管理計画の認
定、マンション管理士の資格、マンション管理業者
の登録制度等について定めることにより、マンショ
ンの管理の適正化の推進を図るとともに、マン
ションにおける良好な居住環境の確保を図ること
を目的とする。

ま マンションの再生等の円滑化
に関する法律

県土整備局 住宅計
画課

民間住宅グルー
プ

045-210-6557 045-210-8884 　マンション建替事業、除却する必要のあるマン
ションに係る特別の措置及びマンション敷地売却
事業について定めることにより、マンションにおけ
る良好な居住環境の確保並びに地震によるマン
ションの倒壊その他の被害からの国民の生命、身
体及び財産の保護を図ることを目的とする。

み 密集市街地における防災街区
の整備の促進に関する法律

県土整備局 都市整
備課

市街地整備グ
ループ

045-210-6212 045-210-8883 　密集市街地について計画的な再開発又は開発整
備による防災街区の整備を促進するために必要な
措置を講ずることにより、密集市街地の防災に関
する機能の確保と土地の合理的かつ健全な利用
を図り、もって公共の福祉に寄与することを目的
とする。

み 民間あっせん機関による養子
縁組のあっせんに係る児童の
保護等に関する法律

福祉子ども
みらい局

子ども
家庭課

児童養護グルー
プ

045-210-4655 4655 045-210-8868 　養子縁組あっせん事業を行う者について許可制
度を実施し、その業務の適正な運営を確保するこ
とによって児童の保護及び適正な養子縁組のあっ
せんの促進を図り、児童の福祉の増進を目的とす
るもの。

ゆ 有害物質を含有する家庭用
品の規制に関する法律

健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-4950 4950 045-210-8864 　有害物質を含有する家庭用品について保健衛生
上の見地から必要な規制を行うことにより、国民
の健康の保護に資する。

ゆ 遊漁船業の適正化に関する
法律

遊適法 環境農政局 水産課 漁業調整・資源
管理 グループ

045-210-4551 045-210-8853 　遊漁船業を営む者について登録制度を実施し、
その事業に対し必要な規制を行うことにより、そ
の業務の適正な運営を確保するとともに、その組
織する団体の適正な活動を促進することにより、
遊漁船の利用者の安全の確保及び利益の保護並
びに漁場の安定的な利用関係の確保をする。
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よ 養鶏振興法 環境農政局 畜産課 畜産振興グルー
プ

045-210-4511 4511 045-210-8850 　養鶏の振興を図るため、優良な資質を備える鶏
の普及のため標準鶏の認定、ふ化業者の登録の制
度、及び養鶏経営の改善のための措置等を定め、
もつて農家経済の安定と国民の食生活の改善に
資する。

り 理学療法士及び作業療法士
法

免許、養成
施設に関す
ることは除
く

健康医療局 医療企
画課

法人指導グルー
プ

045-210-4869 045-210-8858 　理学療法士及び作業療法士の資格を定めるとと
もに、業務が適正に運用されるように、免許、試
験、養成施設及び業務等について定めている。

り 理学療法士及び作業療法士
法

免許、養成
施設に関す
ること

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　理学療法士及び作業療法士の資格を定めるとと
もに、業務が適正に運用されるように、免許、試
験、養成施設及び業務等について定めている。

り 理容師法 健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-4950 4950 045-210-8864 　理容師の資格を定めるとともに、理容の業務が
適正に行われるように規律し、もって公衆衛生の
向上に資する。

り 旅館業法 健康医療局 生活衛
生課

環境衛生グルー
プ

045-210-4950 4950 045-210-8864 　旅館業の業務の適正な運営を確保すること等に
より、旅館業の健全な発達を図るとともに、旅館
業の分野における利用者の需要の高度化及び多
様化に対応したサービスの提供を促進し、もって
公衆衛生及び国民生活の向上に寄与する。

り 旅行業法 文化スポー
ツ観光局

観光課 調整グループ 045-210-5765 5765 045-210-8870 　旅行業務等を営む者について登録制度を実施
し､あわせて旅行業等を営む者の業務の適正な運
営を確保するとともに､その組織する団体の適正
な活動を促進することにより､旅行業務に関する
取引の公正の維持、旅行の安全の確保及び旅行者
の利便の増進を図ることを目的としたルールを定
めている。

り 林業種苗法 環境農政局 森林再
生課

林業振興グルー
プ

045-210-4342 4343 045-210-8849 　林業種苗の採種源の指定、生産の登録、配布の
表示の適正化等の処置により、適正かつ円滑な造
林を推進し林業生産増大と林業の発展に寄与する
ことを目的としている。

り 林業労働力の確保の促進に
関する法律

環境農政局 森林再
生課

林業振興グルー
プ

045-210-4342 4343 045-210-8849 　林業労働力の減少、高齢化に対応して、林業生産
活動において中心的な役割を果たしている事業主
（素材生産業者、森林組合等）が一体的に行う雇用
管理の改善及び事業の合理化を促進するとともに
林業への新規就業者の就業の円滑化により、林業
労働力の確保を図る。

り 臨床検査技師等に関する法
律

免許、養成
所に関する
ことは除く

健康医療局 医療企
画課

法人指導グルー
プ

045-210-4869 045-210-8858 　臨床検査技師の資格等を定めるとともに、検査
が行われる衛生検査所について検査の適正を確
保するため、免許、試験、学校養成所、業務及び衛
生検査所等について定めている。

り 臨床検査技師等に関する法
律

免許、養成
所に関する
こと

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　臨床検査技師の資格等を定めるとともに、検査
が行われる衛生検査所について検査の適正を確
保するため、免許、試験、学校養成所、業務及び衛
生検査所等について定めている。

り 臨床工学技士法 養成施設に
関すること

健康医療局 医療整
備・人材
課

人材養成グルー
プ

045-210-4758 045-210-8858 　臨床工学技士の資格を定めるとともに、その業
務が適正に運用されるように、免許、試験、業務等
について定めている。
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ろ 老人福祉法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

高齢福祉グルー
プ

045-210-4846 045-663-2113 　この法律は、老人の福祉に関する原理を明らか
にするとともに、老人に対し、その心身の健康の保
持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、
もって老人の福祉を図ることを目的としている｡
　都道府県知事は、老人居宅生活支援事業を行う
者又は老人デイサービスセンター、老人短期入所
施設若しくは老人介護支援センターの設置者が、
この法律若しくはこれに基づいてする処分に違反
したときなどは、当該事業を行う者又は当該施設
の設置者に対して、その事業の制限又は停止を命
ずることができる。
　都道府県知事は、養護老人ホーム又は特別養護
老人ホームの設置者がこの法律等に違反したとき
などは、運営の改善、事業の停止命令等を命ずる
ことができる。
　有料老人ホームの設置者がこの法律に違反した
ときなど、改善命令、事業の制限又は停止を命ず
ることができる。

ろ 老人福祉法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

福祉施設グルー
プ

045-210-4851 045-663-2113 　この法律は、老人の福祉に関する原理を明らか
にするとともに、老人に対し、その心身の健康の保
持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、
もって老人の福祉を図ることを目的としている｡
　都道府県知事は、老人居宅生活支援事業を行う
者又は老人デイサービスセンター、老人短期入所
施設若しくは老人介護支援センターの設置者が、
この法律若しくはこれに基づいてする処分に違反
したときなどは、当該事業を行う者又は当該施設
の設置者に対して、その事業の制限又は停止を命
ずることができる。
　都道府県知事は、養護老人ホーム又は特別養護
老人ホームの設置者がこの法律等に違反したとき
などは、運営の改善、事業の停止命令等を命ずる
ことができる。
　有料老人ホームの設置者がこの法律に違反した
ときなど、改善命令、事業の制限又は停止を命ず
ることができる。

ろ 老人福祉法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

保健・居住施設
グループ

045-210-4856 045-663-2113 　この法律は、老人の福祉に関する原理を明らか
にするとともに、老人に対し、その心身の健康の保
持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、
もって老人の福祉を図ることを目的としている｡
　都道府県知事は、老人居宅生活支援事業を行う
者又は老人デイサービスセンター、老人短期入所
施設若しくは老人介護支援センターの設置者が、
この法律若しくはこれに基づいてする処分に違反
したときなどは、当該事業を行う者又は当該施設
の設置者に対して、その事業の制限又は停止を命
ずることができる。
　都道府県知事は、養護老人ホーム又は特別養護
老人ホームの設置者がこの法律等に違反したとき
などは、運営の改善、事業の停止命令等を命ずる
ことができる。
　有料老人ホームの設置者がこの法律に違反した
ときなど、改善命令、事業の制限又は停止を命ず
ることができる。
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ろ 老人福祉法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

在宅サービスグ
ループ

045-210-4840 045-663-2113 　この法律は、老人の福祉に関する原理を明らか
にするとともに、老人に対し、その心身の健康の保
持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、
もって老人の福祉を図ることを目的としている｡
　都道府県知事は、老人居宅生活支援事業を行う
者又は老人デイサービスセンター、老人短期入所
施設若しくは老人介護支援センターの設置者が、
この法律若しくはこれに基づいてする処分に違反
したときなどは、当該事業を行う者又は当該施設
の設置者に対して、その事業の制限又は停止を命
ずることができる。
　都道府県知事は、養護老人ホーム又は特別養護
老人ホームの設置者がこの法律等に違反したとき
などは、運営の改善、事業の停止命令等を命ずる
ことができる。
　有料老人ホームの設置者がこの法律に違反した
ときなど、改善命令、事業の制限又は停止を命ず
ることができる。

ろ 老人福祉法 福祉子ども
みらい局

高齢福
祉課

監査グループ 045-210-1111 4832 045-663-2113 　この法律は、老人の福祉に関する原理を明らか
にするとともに、老人に対し、その心身の健康の保
持及び生活の安定のために必要な措置を講じ、
もって老人の福祉を図ることを目的としている｡
　都道府県知事は、老人居宅生活支援事業を行う
者又は老人デイサービスセンター、老人短期入所
施設若しくは老人介護支援センターの設置者が、
この法律若しくはこれに基づいてする処分に違反
したときなどは、当該事業を行う者又は当該施設
の設置者に対して、その事業の制限又は停止を命
ずることができる。
　都道府県知事は、養護老人ホーム又は特別養護
老人ホームの設置者がこの法律等に違反したとき
などは、運営の改善、事業の停止命令等を命ずる
ことができる。
　有料老人ホームの設置者がこの法律に違反した
ときなど、改善命令、事業の制限又は停止を命ず
ることができる。

ろ 労働者協同組合法 産業労働局 雇用労
政課

労働福祉グルー
プ

045-210-5735 5737 045-210-8873 　各人が生活との調和を保ちつつその意欲及び能
力に応じて就労する機会が必ずしも十分に確保さ
れていない現状等を踏まえ、組合員が出資し、それ
ぞれの意見を反映して組合の事業が行われ、及び
組合員自らが事業に従事することを基本原理とす
る組織に関し、設立、管理その他必要な事項を定
めること等により、多様な就労の機会を創出する
ことを促進するとともに、当該組織を通じて地域
における多様な需要に応じた事業が行われること
を促進し、もって持続可能で活力ある地域社会の
実現に資することを目的とする。


